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いつでも，どこでも，何にでも効く（はずの・つもりの）PDCA?（承前）

本稿の第 1部で見てきたように，日本の行政機関が作成してきた文書には 2000年前
後を境にして「PDCA」という言葉が頻繁に登場してくるようになっていった。実に不
思議なことではあるが，これらの文書には，前章で見てきた，業務のタイプと PDCA

という手法との適合性や PDCA の導入にあたって必要となる注意事項等について慎重
に検討を重ねた形跡を見出すことはできない。また，PDCA サイクルを導入することに
よって目覚ましい行政改革を達成した政府や自治体の機関の事例とそうではない事例と
を慎重に比較検討した痕跡を認めることもできない。ほとんどの場合は，単に
「PDCA」ないし「マネジメント・サイクル」という用語およびそれに関連するポンチ
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絵をあげているだけである。やや詳しい解説がある場合でも，Plan, Do, Check, Action
それぞれの意味およびそれら 4つの手順が全体としてサイクルないし「スパイラル」を
形成すべきであるという，数行程度の説明が加わっている程度に過ぎない。
こうしてみると，日本の行政界における「PDCA 化運動」は，以下の命題が真である
ことを自明の前提として進められてきたと考えることができる──「PDCA 化によって
組織運営上の効率性・効果性を向上させることができる」。しかし，当然ではあるが，
効果的な PDCA 化にとって必要となる具体的な条件について明らかにしていない限り，
この命題は，次のトートロジカル（同語反復的）な言明と何ら変わらないものになる──
「PDCA サイクルは，業務改善の効率性・効果性を高めるような形で導入された場合に，
業務改善の効率性と効果性を高めることができ

1
る」。

────────────
１ その意味では，PDCA は処世訓や諺のようなものだと考えることができる。米国の政治学者・心理学者
ハーバート・サイモンは今から 70年以上前に「行政の諺」という論文で，それまで行政ないし組織 ↗
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PDCA 化運動がそのような同語反復的な前提にもとづいて推進されてきたという事実
は，PDCA は，その基本的な発想についてだけではなく実際の効果に関しても，まった
く疑う余地のない自明の経営手法として受け取られていたことを示唆する。つまり，日
本の行政界では，PDCA サイクルが，いわば掛け値無しに素晴らしい処方箋として導入
されていったと考えることができるのである。
もっとも，良心的な医師が特定の薬品を処方する際には，単にその効能について述べ
るだけで済ませることはないだろう。正しい服用法のポイントに加えて，起こりうる副
作用や実際に副作用が生じた場合の対処法などについても丁寧に説明してくれるはずで
ある。決して，「この抗生物質は，病気が治るような方法で服用すれば，必ず病気は治
るものですよ」などと言って，患者を突き放してしまうようなことはないであろう。
しかし，PDCA という，行政改革の「万能薬」の処方に関しては，そのような慎重な
配慮がなされることは滅多になかった。実際，PDCA サイクルのポンチ絵を掲げたり，
あるいは Plan, Do, Check, Action の 4つの手順に関する簡単な解説をあげるだけで済ま
せたりしている行政関連文書は，単に次のような主張を繰り返しているだけに過ぎない
とさえ言える──「カイゼンの特効薬である PDCA は，カイゼンに効くような形で用
いればカイゼンに効くはずである」。
行政の世界に PDCA という用語が導入されていった経緯について改めて検討してみ
ると，医療の場合であれば，実質的な効果が無いどころか深刻な結果を引き起こしかね
ない無謀な事態がなぜ生じてきたのか，という問いに対する答えが浮かび上がってく
る。そしてまた，その検討からは，なぜ日本の大学が，大政翼賛的で理不尽な「PDCA
化運動」の影響を被ってきたにも拘わらず，壊滅的な打撃を受けてこなかったのかとい
う問いに対する答えもおのずから見えてくるように思われる。

Ⅵ 「行革」の決定打としての PDCA

私は今日，経団連でもちょっと怒ったんですけど，PDC という言葉が出てくるんです。プラン・ド
ゥ・チェックのことですが，これは本来は PDCA という言葉なんですけど，PDC で終わっていてアクシ
ョンというのが全然出てこないんですよ。やはり一番大事な話は，プランしてドゥ，それでチェックし
て，それでアクションに結びつける。そのアクションがどこかへ行っちゃって，プラン・ドゥ・チェッ
クばっかりなんですね。そんなことをやっておったら何もできやしない。

──奥田碩・トヨタ自動車（株）取締役会
2
長

────────────
↘ 経営一般に関して提示されてきた一連の管理原則というのは一種の諺のようなものであり，個々の原則
に同語反復的な面があるだけでなく，複数の原則ないし原理のあいだにはしばしば深刻な矛盾が存在し
ている，という点について指摘している。これについては，特に Simon（1946 : 54）参照。

２ 経済財政諮問会議 2003年 2月会合における発言（経済財政諮問会議，2003 : 17-18）。

３２（ 202 ） 同志社商学 第７０巻 第２号（２０１８年９月）



それでは，改革を早く進めるためにはどうしたら良いのだろうかということですが，大学改革の成否
は，改革サイクル（PDCA）をいかに有効に機能させることができるかにかかっています。

──北山禎介・三井住友フィナンシャルグループ取締役社長・三井住友銀行取締役会
3
長

1．行財政改革・新公共経営と PDCA

（1）行政関連文書における初期の用法
第Ⅰ章で見たように，日本では過去 20年ほどのあいだに官民こぞって PDCA 化に邁
進してきたと言える。著者が確認できた範囲では，政策文書あるいは行政機関や審議会
などによって作成される文書──以下「行政関連文書」と略称──において最も早い時
期に PDCA 関連の文言が登場してくるのは，「地方分権改革推進会議」（首相直属の諮問機
関として 2001年に創設）が 2004年に発表した答申「地方公共団体の行財政改革の推進等行
政体制の整備についての意見」である。この文書では，効率的な行財政運営を推進する
ための「新しい行政手法（ニュー・パブリック・マネジメント）」の考え方と「マネジメン
ト・サイクルの推進」の 2つが目玉となる提案として掲げられている。
その「マネジメント・サイクル」に関する解説には，以下のように Plan-Do-Check-

Action というフレーズが使われている。

地方公共団体は，行政目標を達成するため，目標の明確な設定，施策の実施，実績の客観的評価，その
結果が目標に比して不十分な場合の原因究明及び行政への反映というマネジメント・サイクル（Plan-Do-
Check-Action）を住民の参加を得つつ，不断に推進していくべきである。（地方分権改革推進会議，2004 :
27）

また上記の文書が出された翌年の 2005年には，内閣府から「経済財政運営と構造改
革に関する基本方針 2005」が発表されている。この文書では，PDCA が 2箇所に登場
している。1つ目は，予算制度改革のうちモデル事業の「一般化」の方策について述べ
た箇所の冒頭であり，以下のような記述となっている──「成果目標（Plan）──予算の
効率的執行（Do）──厳格な評価（Check）──予算への反映（Action）を実現させる予算制
度改革を定着させる」（内閣府，2005 : 8）。そして，同文書の別表で ODA 事業の方向性に
ついてふれた箇所には，「PDCA サイクル」という用語を使った以下のような文章が見
られ

4
る。

────────────
３ 北山（2014 : 10）。北山は，経済同友会教育改革委員会委員長・国立大学評価委員会委員長でもあった。
４ 早稲田大学パブリックサービス研究所（2014, p.12）は，内閣府の基本方針には 2003年版の段階で既に

PDCA の機能が強調されているとしている。また，さらにさかのぼって，1997年 12月に公表された行
政改革会議最終報告にも PDCA の基本的な考え方が見出されると主張する。さらに，その論文では，
米国の GAO（Government Accountability Office）の規程や GPRA（Government Performance Results Act）
の条文にも PDCA の発想が見出されるとされている。もっとも，これらの文書の原文では，いずれも
「目標を設定した上で政策を実施し，その政策効果について評価にもとづいて改善する」という点につ
いて述べているだけであり，PDCA という用語ないし概念が使用されているわけではない（同様の解説
は，Yamamoto（2009 : 341-342）にも見られる）。本稿の第Ⅳ章でも指摘したように，PDCA の「魅 ↗
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ODA については，国会における決算審査等の結果をいかし，適正な実施を図る。ODA プロジェクトの
成果について，費用対効果を含め第三者による客観的評価を行い，その結果を公表するとともに，ODA
政策の企画・実施に反映させるサイクル（PDCA サイクル）を確立させる（内閣府，2005 : 25．強調は
引用者）。

これら一連の文書を見る限りでは，「PDCA サイクル」は少なくとも 2005年頃までに
は官庁用語として広い範囲で定着していたことが推測できる。

（2）PDCA に先行する Plan-Do-See

一方で，由井（2011 a, 2011 b, 2012）は，さらにさかのぼって，PDCA 関連の用語が普及
する以前には，Plan-Do-See の 3要素からなる「マネジメント・サイクル」が行政関連
文書に使用されていたことを指摘する。由井はまた，その背景には，1996年に橋本龍
太郎首相（当時）のもとで開始された国の行政改革会議の各種報告やそれにもとづく立
法措置で実施されることになった行政機関の業績評価があるとする。
由井が特に注目するのは，それらの行政改革・行政評価との関連で 2001年 12月末に
閣議決定された「政策評価に関する基本方針」の本文の冒頭において以下のように
Plan-Do-See の 3要素からなる「マネジメント・サイクル」が取り上げられているとい
う点である。

政策評価は，これを「企画立案（Plan）」，「実施（Do）」，「評価（See）」を主要な要素とする政策のマネ
ジメント・サイクルの中に制度化されたシステムとして明確に組み込み，その客観的かつ厳格実施を確
保し，政策評価の結果を始めとする政策評価に関する一連の情報を公表することにより，政策の不断の
見直しや改善につなげるとともに，国民に対する行政の説明責任の徹底を図るものである（閣議決定，
2001）。

なお，この「Plan-Do-See のマネジメント・サイクル」という言い回しは，2015年版
の「政策評価に関する基本方針」でも踏襲されている。また，同方針は，その後 2017

年まで 4度にわたって変更が加えられているが，そのいずれでも政策のマネジメント・
サイクルを指す基本的な考え方ないし用語は「Plan-Do-See」のままとなっている。
もっともその一方で，総務省が 2006年に各府省の政策評価の結果を示すものとして
公表した報道資料（「政策評価結果の平成 19年度予算要求等への反映状況」）に付された注釈では，
〈評価（See）が企画立案（Plan）に反映されるプロセスを「企画立案への反映（Action）」と
とらえて，マネジメント・サイクル全体を PDCA の枠組みでとらえる〉という趣旨の

────────────
↘ 力」の 1つは，この種の「目標設定→実施→評価→改善」という，それ自体は凡庸とも言える発想を簡
潔に言い表し，またそれを外来かつ斬新な発想であるかのような「味付けできる」ところにあると考え
られる。
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解説が見られる（由井，2012 : 44-45；総務省，2006）。実際，同資料に添付された補足資料の
最初のページには，以下のように，Plan（政策の立案）-Do（政策の実施）-Check（政策の分析・
測定→評価）-Action（企画立案の反映）の 4つの要素が，全体として円環を構成するポンチ絵
形式で提示されている。これは，日本の行政関連文書において PDCA サイクルがポン
チ絵として示された最も早い時期の一例であると思われる。

なお，この年度のポンチ絵では PDCA サイクルが反時計回りで示されているが，翌
年度には時計回りになり，さらにその次の年度からは Do で始まる直線的な図柄となっ
ている。つまり，ポンチにおける PDCA の図解表現は実にバラエティ豊かなのである。
また，PDCA が全く登場していない年度もあ

5
る。このような変幻自在な変遷過程あるい

は「ぞんざい」とも見える扱い方もまた，PDCA という概念が，行政の世界において，
実質的な評価の方針というよりはむしろ内実に乏しい「お題目」，ないしお手軽な「ポ
ンチ絵用画材」として扱われてきたことを示唆しており，きわめて興味深い。

（3）Plan-Do-See から PDCA へ
由井は，上にあげた Plan-Do-See が PDCA サイクルへと転換していくことになった
重要な契機として，2003年におこなわれた経済財政諮問会議（当時の首相は小泉純一郎）に
おける議論をあげる（由井，2012 : 44-47）。同会議の第 3回と第 25回の 2つの会合では，
────────────
５ 以下のウェブサイトを参照。http : //www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/nenji_houkoku.html
なお，PDCA サイクルが反時計回りになっている例としては，この他，たとえば，文科省高等教育長名
で 2013年に出された「留学生支援，留学生 30万人計画の実現について」という文書に添えられたポン
チ絵がある。

図 6 行政関連文書における初期の PDCA サイクル図解

出所：総務省（2006）
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諮問会議の民間議員の 1人である奥田碩・トヨタ自動車会長（当時）が，次のような趣
旨の発言をしているのである──〈行政の評価は Plan-Do-See までで終わっていて，
「Plan-Do-Check-Action」のサイクルが回っていない〉（経済財政諮問会議，2003 : 17-18 ; 2004 :
12）。
ここで Plan-Do-See（PDS）ないし Planning-Doing-Seeing というのは，もともと，1910
年代後半から欧米で広く普及するようになったフランスのアンリ・ファヨールの管理過
程論や米国のフレデリック・テイラーの科学的管理法にまでさかのぼることができる用
語である。この PDS は，日本では経営実務の世界を中心にして 1950年代から既に比較
的広い範囲で知られていた。また，PDCA の場合と同じように，この 3要素も循環的な
プロセスを構成するものとして考えられてきた（Brown, 1947；河野，1990；由井，2011 : 86-87；
志賀，2014）。
奥田碩は，この PDS が，最後の手順である「S（See）」，つまり評価ないし検証の手続
きで終わってしまっていて，その次の段階である改善（カイゼン）へと向かうべき「Ac-
tion」が抜け落ちている，と指摘しているのである。たとえば，2004年の会合における
奥田の発言の詳細は，以下のようなものであった。

二，三回申し上げたことがあるんですけれども，評価の問題のときに，いつも政府関係のチェックの
仕方を見ていますと，「Plan-Do-See」ということで終わっているわけですね。我々の会社でやっているの
は，「Plan-Do-Check-Action」。「See」のところが「Check -Action」という話になっているわけで，「P-D-C-
A」のサイクルを回しながら，絶えず改善して向上していくという，そういう考え方を持っていますけ
ど，この「See」の中には「Check & Action」というのは入っておるんですか。そこが私は非常によくわ
からなくて，「See」というのは何か見るだけで「Action」が何もない（経済財政諮問会議，2004 : 12）。

経済財政審議会の他のメンバーたちは，いずれの会合においてもこの奥田の指摘に同
調するような発言をしている。たとえば，奥田と同じく民間議員の 1人であった吉川
洋・東京大学教授は，「評価を Action（翌年の予算編成）につなげる。具体的に言えば，翌
年の予算編成につなげるということがなければ意味がない」（経済財政諮問会議，2004 : 14）
と述べている。同じように，前年の 2003年の会合における奥田の同様の発言（本章の冒
頭に引用）を受ける形で，民間議員の牛尾治朗（ウシオ電機会長）は，次のように述べてい
る。

日本企業はそういうこと［チェックをアクションにつなげること］をやってきたから競争力を増して
いるわけですから，日本人がアクション能力がないわけじゃなくて，仕組みさえつくればできるわけで
す。それをやらないとだめなんですね（経済財政諮問会議，2003 : 18）

由井が示唆しているように，経済財政諮問会議はこの当時，政策決定過程に対して少
なからぬ影響力を持っていた。その点からすれば，以上のような奥田の発言やそれに同
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調する他の委員の発言は，その後の各種の行政関連文書において「民間の経営手法」の
代表例ないし模範例として PDCA サイクルが位置づけられる素地を形成していく上で
重要な意味を持っていたとも思われる。
もっとも，経済企画庁や総務庁での勤務経験を持つ行政学者の大住荘四郎は，1999
年に刊行した自著の『ニュー・パブリック・マネジメント──理念・ビジョン・戦略』
の中で，既に Plan-Do-See だけでなく Plan-Do-Check-Action に言及している（大住，1999 :
84）。（さらにさかのぼれば，宮川（1995 : 171-172）にもマネジメント・サイクルと「政策プロセス」との類
似性についての言及がある。）また，大住は，この 2つを「『民間企業』でふつうにみられる
『経営システム』」の例としてとりあげておきながら，どちらの「経営システム」の具体
的な内容についてもそれ以上何らかの解説を加えてはいない。このことからすれば，日
本の行政関係者のサブカルチャー（内輪の了解事項）の中では，少なくとも 1990年代末ま
でには Plan-Do-See と並んで Plan-Do-Check-Action が，「民間企業でふつうにみられる」
経営手法であり，また「みんな知っているはず」の用語であるという認識が比較的広い
範囲で定着していたことが窺える。

2．背景としての行財政改革と新公共経営（ニュー・パブリック・マネジメント）
大住の著書のタイトルにある「ニュー・パブリック・マネジメント（NPM : New Public

Management）」というのは，1970年代後半以降に英国やニュージーランドなどの行政の現
場で採用されるようになった手法である。その背景としては，次のようなものが挙げら
れることが多い──財政危機，新自由主義ないし新保守主義の台頭，経済のグローバル
6
化。NPM の定義については諸説あり，また，その手法の原理とされるものや運用実態
には相互に矛盾する要素も少なくない（Hood, 1991, 1995 ; Pollitt, 2003 : 27-32 ; Pollitt & Bouckaert,

2011, 9-11）。もっとも，本稿における議論との関連で日本の行政界に PDCA が普及して
いく背景について理解する上では，大住が NPM の「核心」的な特徴であるとする次の
ような解説をあげておくだけで十分であろう──「民間企業における経営理念・手法，
さらには成功事例などを可能なかぎり行政現場に導入することを通じて行政部門の効率
化・活性化をはかること」（大住，1999 : 1）。
大住によるこの解説は，日本の行政の世界で通念的に理解され，また実際に適用され
てきた範囲での NPM について理解する上で有用である。事実，Plan-Do-See や Plan-Do

-Check-Action が 2000年前後から行政関連文書に頻繁に登場するようになってきた背景
には，これらが「行政部門の効率化・活性化をはかる」上できわめて有効な「民間企業
における経営理念・手法」であると見なされていたからであると考えられる。また，上
────────────
６ NPM の「原因」を新自由主義の台頭に見る点については異論もある。これについては，Pollitt（2003 :

35-37）参照。
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で述べたように，2003年および 2004年の経済財政諮問会議の会合は，Plan-Do-See か
ら Plan-Do-Check-Action という用語への転換にとって重要な意味を持っていたと思われ
るが，その契機となった発言は，「民間企業」の典型的な成功事例であるとされること
が多いトヨタ自動車の会長奥田によるものなのである。実際，この発言の趣旨を行政の
実務を生かしていくということは，ともすれば非効率的になりがちな「官」の運営ない
し「経営」の改善に向けて「民の知恵」を導入していく，という NPM の精神を体現す
るものだと言えるだろう。
もっとも，日本で理念ないし理論的枠組みとしてのニュー・パブリック・マネジメン
トが明確な形を取るようになったのは 2000年前後からであると考えられ

7
る。その一方

で，企業経営の手法や市場原理を導入して行財政改革を実現する上で導入しようという
発想それ自体は，少なくとも「官業の民営化」を主要な改革手法の 1つとして 1981年
に発足した第二次臨時行政調査会（第二次臨調）にまでさかのぼることができる。
この「行革」の流れの一環として，1986年には国有鉄道が民営化され，1990年代か
ら 2000年代にかけては，郵政民営化が進められていった。また，英国の「エージェン
シー（agency）」を主なモデルにして 1999年には独立行政法人通則法が制定され，2000
年以降は同法にもとづいて様々な政府関連機関が独立行政法人となっていった。そし
て，2004年には，「官業」の 1つでもあった全国 89校の国立大学が，2003年 7月に国
会で成立した国立大学法人法にもとづいて一斉に「国立大学法人」として再出発し，そ
の教職員は「みなし公務員」としての扱いを受けることになったのである（佐藤，2003；
中井，2004；天野，

8
2008）。

1990年代後半から，当初は Plan-Do-See，その後の時期では PDCA が行政の効率化
と活性化を図る手段としてクローズアップされてきた背景には，1980年代に始まる，
このような新自由主義ないし新保守主義的な発想にもとづく一連の行財政改革の流れが
あると考えられる（欧米のネオリベラリズム（neo-liberalism）と日本における「新自由主義」的な教育
────────────
７ 日本の行政関連文書に「ニュー・パブリック・マネジメント」という言葉が登場する初期の例として
は，2001年に経済財政諮問会議から出された答申「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関
する基本方針」があげられる。この文書では「ニューパブリックマネージメント」という新しい行政手
法が世界的な大きな流れであるとして，その特徴を以下の 3つにまとめている──①徹底した競争原理
の導入，②業績／成果による評価，③政策の企画立案と実施執行の分離（経済財政諮問会議，2001 :
29）。その後，たとえば自治体に関しては総務省から 2002年には「新たな行政マネージメントの実現に
向けて」（同文書の巻末には「NPM 等に関する用語の説明（索引）」が付されている）が出され，翌
2003年には「平成 14年度地方行政 NPM 導入研究会報告書」が公表されている（安達，2004 : 41）。

８ 佐藤誠二は，国立大学法人の方向性を決めた 2002年 3月に文科省内に設置された「国立大学当の独立
行政法人化に関する調査検討会議」から出された「新しい『国立大学法人』像について」という同会議
の最終報告は基本的に NPM 的な発想にもとづくものであるとしている。佐藤はまた，その最終報告で
は，民間企業で広く採用されている「目標による管理」の発想が強調されているとし，次のように指摘
している──「『国立大学法人像』おいて中期目標－中期計画－業務執行－評価のプロセスが示されて
いるが，このプロセスは『目標管理のシステムにおける Plan-Do-See のしくみを具体化したものに他な
らない』（佐藤，2003 : 11-12）。
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改革との根本的な違いについては，苅谷（近刊）参
9
照）。その点からすれば，高等教育政策を含む

文部行政全体において PDCA が日本の教育システムの「改革」ないし「改善（カイゼ
ン）」の切り札となる手法として導入されるようになっていくのは，半ば必然的な成り
行きであったとすら言える。もっとも，本稿で何度か指摘してきたように，その導入と
適用の仕方は少なからぬ誤解と誤用を含むものであった。また，その誤解と高等教育行
政の迷走は教育と研究の現場を疲弊させ，結果として効率化と活性化どころかむしろ著
しい非効率と不経済を生み出す一因にもなってきた。

Ⅶ 高等教育行政における真意不在の PDCA
──「コピー＆ペースト」の無限連鎖

中央教育審議会は，人格が高潔で，教育に関し広く且つ高い識見を有する者のうちから，文部大臣が内
閣の承認を経て任命する二十人以内の委員で組織す

10
る

──「文部省設置法の一部を改正する法律」（法律第百六十八号（昭二七・六・六）

天下を治むるを知って身を修むるを知らざる者は，隣家の帳合に助言して自家に盗賊の入るを知らざる
が如し。口に流行の日新を唱えて心に見るところなく，我一身の何物たるを考えざる者は，売品の名を
知りて値段を知らざるものの如し。

──福沢諭吉『学問のすゝめ』第十四編

1．文部（文科）行政全体における PDCA

（1）文部科学白書における PDCA

「PDCA サイクル」は，前章で解説したような経緯を経て 2000年代中頃までには，日
本における行政全体の評価と改善（ないしトヨタ流の「カイゼン」）の基本的な発想を示す用
語として定着していったものと思われる。したがって，この発想や図解が文科省内で作

────────────
９ 山本清は，NPM と PDCA の関係について，次のようなやや誤解を招きかねない解説をおこなっている
──「NPM は全ての政策について実績を測定して目標と比較対照し，PDCA（計画・実施・評価・修
正）を毎年繰り返して改善することになっています」（山本，2018）。

１０ 平成 27年に改正された中央教育審議会令では，次のような規定に改められている──「委員は，学識
経験のある者のうちから，文部科学大臣が任命する」。教育行政における各種審議会の役割とその変遷
については，和田（1992 : 168），前川（2018 : 128-134）および藤田（2014 : 110-127）等を参照。また，
中央教育審議会の場で実際にどのような「審議」がおこなわれているかについて知る上で示唆に富むの
は，2012年 6月 7日に開催された大学教育部会第 17回の議事録である。ここでは，当日の議論の対象
であった「大学改革実行プラン」が審議会における議論を経ずに，会合に先立つ 6月 5日にマスメディ
アに公表されていたことについて数人の委員会から疑問が呈されている。それに対して，文科省の高等
教育課長からは，次のような趣旨の回答がなされている──〈全体的な方向性は既に決まっているの
で，審議会の委員には具体的な対応策について議論して欲しい〉。なお，この会議の冒頭における当時
の高等教育企画課長の説明には「PDCA を回していこう」という発言が見られる。詳しくは，以下の
URL を参照。
http : //www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/015/gijiroku/1323747.htm
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成される各種の行政関連文書及びその同省の管轄下にある各種機関の文書に登場してく
るのは，半ば必然的な事態であると言える。
由井（2011 a : 47-49）は，2001年度から 2011年度までの文部科学白書を検討した上で，
教育行政に関わる「マネジメント・サイクル」についての記載が次のように変遷してい
ったことを明らかにしている。

2001-2005年度版 Plan-Do-See が政策評価との関連で記載される
2006-2007年度版 Plan-Do-Check-Action が政策評価との関連で記載される
2008-2010年度版 Plan-Do-Check-Action の記載無し。代わりに政策評価が目標管理との関連で記載され

る
2011年度版 Plan-Do-Check-Action が行政改革・政策評価に関する記載の箇所で再登場する

この由井の指摘を踏まえて，2012年度版から 2016年度版までの白書についても検討
してみると，これらの白書にも「PDCA」が毎回何らかの形で登場していることが分か
る。また，その使用の文脈は多岐にわたり，適切な評価をふまえた行政改革のあり方

（2013 : 424）から「コミュニティ・スクールと学校支援地域本部の一体的推進」（2014 :
70），さらには学校安全管理（2016 : 62）にまで及んでい

11
る。なお，最新の 2016年度版で

は，PDCA が合計で 8箇所に登場している。その 8箇所の言及のいずれにも，PDCA が
そもそもどのような性格の発想であり，また具体的にはどのような手法を指すのかとい
う点に関する解説は一切提供されていない。

（2）コピー＆ペーストによる無限増殖と「十分な PDCA サイクルの不足」
これだけ頻繁にかつ多様な文脈で使用され，また自明の用語として扱われているとい
う事実からは，文科省の省内では遅くとも 2000年代中頃までには PDCA がいわば定番
的な行政用語として定着していたことが窺える。また，だからこそ，先に見たように，
文科省がおこなう「検証改善サイクル事業」に際して某県が提出した報告書について
は，そのタイトルとして「全ての学校に PDCA サイクルを」というものが採用される
ような事態も生じてくることになるのであろう。
もっとも使用法がこれだけ多岐にわたると，PDCA というのは，先に述べたように，
単に「物事はきちんとした計画を立てておこないましょう。また，その結果を慎重に評
価して次に生かしていきましょう」という程度の内容でしかなくなってしまう。つま
り，至極当然の心得ないし処世訓をアルファベットや片仮名を組み合わせてそれらしく
言い換えただけに過ぎないとも思えてくるのである。
────────────
１１ なお，同白書では，学校安全の PDCA サイクルに関しては以下のようなものであるとされている──
「事故防止に係る調査・検証，改善サイクル」。これがどのような意味で PDCA に該当するかについて
の解説は一切ない。
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その点できわめて示唆的なのが，文部科学白書の 2012年度版で教育の現状と課題に
関する解説に含まれている次のような表現である──「十分な PDCA サイクルの不足」

（2013 : 13）。こうしてみると，文科省の中では，どうやら PDCA サイクルが，その相対
的な多寡（多さ少なさ）が何らかの方法によって測定できるものと想定されているらしい
のである。あるいは，PDCA というのは，もしかしたら，いつでもどこでも何でも顕著
な効能のある万能薬ではあるものの，十分な量を「服用」ないし「注入」しなければ効
果が期待できないものなのかも知れない。
第 1部でもとりあげた由井（2012）は，その論考全体を通して，PDCA サイクルの歴
史について，シューハートの著書やデミングが日本でおこなった講義および日本人関係
者の文献等を詳細かつ丹念な検討を踏まえて跡づけている。その上で，その本来の発想
が品質管理という枠を越えて拡大解釈されていくなかで著しく性格が異なるものに変質
していく経緯をとらえて，これを「真意不在の波及と誤用」という言葉で表現してい
る。
先に見たように，日本において行政用語として使われてきた「PDCA サイクル」は，
まさに由井の言う真意不在の誤用と乱用を示すものである。したがって，文部科学白書
におけるこの一見きわめて不可解にも見える用法は，単に，行政の世界全体に広がって
いった「PDCA（サイクル）」の誤用を文科省の関係者が踏襲しただけのように思われる。
もし実際にそうだとしたら，文科省関係者は，この用語の真意不在の誤用をそれほど深
く考えることもなく安易に「コピー＆ペースト」してきたのだと言える。この印象は，
大学評価をめぐる議論の中で PDCA なる用語が使用されてきた文脈について検討して
みると，さらに強いものになってくる。そしてこの場合のコピー＆ペーストには，文科
省関係者だけでなく中央教育審議会の委員たちも深く関わってきたのであった。

2．大学評価と PDCA

（1）中央教育審議会答申における PDCA

前章で見たように，1980年代に始まる一連の行政改革の流れの中で，各種の行政関
連文書においては 1990年代後半から Plan-Do-See が，2000年代中頃からはそれに代わ
って次第に Plan-Do-Check-Action が効果的・効率的な「マネジメント・サイクル」を示
すものとして頻繁に使用されるようになっていった。このような動向を踏まえて考えて
みれば，2000年代中頃から文科省内部で PDCA サイクルが日本における教育の改革と
改善を断行していくための，ほとんど「オールマイティ」の用語として扱われてきたと
いうのは，とりたてて不思議なことではないだろう。
ここで注意が必要なのは，政府や文科省に対して一定の独立性を持っているはずの中
央教育審議会の答申や報告の中でも，これらの動向に「右ならえ」するような形で
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「PDCA サイクル」ないしそれに類する言い回しが大きな比重を占めるようになってき
た，という事実である。
たとえば，2008年 1月 17日付で発表された「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領等の改善につい

12
て」という答申では，学校教育の質の向

上のためには，教育行政にあたって「PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルの確立の視点
に立って検討を進めることが必要である」とされている。その PDCA サイクルの構成
要素として想定されているのは以下の 5点である──①学習指導要領における到達目標
の明確化，②情報提供その他の基盤整備の充実，③教育課程編成・実施に関する現場主
義の重視，④全国的な学力調査の実施など教育成果の適切な評価，⑤評価を踏まえた教
育活動の改善など（中教審，2008 :

13
142）。

この答申が出されたのと同じ 2008年の年末には，同様の内容を含む，大学教育に関
する答申「学士課程教育の構築に向けて」が示されている。この答申は，日本における
大学評価（認証評価）のあり方にとって重要な転換点となり，日本の大学の「PDCA 化」
に対して非常に大きな影響を与えることになったものである。
この文書では，PDCA およびそれとほぼ同じ意味を持つ「計画・実践・評価・改善の
サイクル」が 5箇所に登場している。その中でも大学評価との関係で最も重要であると
考えられるのは，答申の第 4章「公的および自主的な質保証の仕組みの強化」の第 3節
で自己点検・評価との関連で PDCA サイクルについて言及している 2つの箇所である。
同節ではまず，現状の問題点として，自己点検・自己評価が 9割近くの大学で行われ
てはいるものの，その意義が十分に理解されていないために作業が形式的なものにとど
まり，「PDCA サイクルを稼動させるに至っていない」場合があるとされている
（p.48）。その上で，改革の方向性については，次のような点が強調されている──「各
大学について，自己点検・評価など PDCA サイクルが機能し，内部質保証体制が確立
しているか，あるいは，情報公開など説明責任が履行されているか等の観点は，第三者
評価において一層重視されていく必要がある」（p.49）。

（2）大学基準協会によるコピー＆ペースト
上の引用に含まれている「内部質保証」というのは，少し分かりにくい言葉である。
実は，これは上記の答申で初めて登場してきた一種の中教審用語である。しかし，同答
申の中ではこの目新しい言葉に関する解説はおろか明確な定義すら何ら示されていな
い。同答申の末尾には用語解説もあるが，そこにも内部質保証についての解説は見られ
────────────
１２ 強調は著者。通常は「改訂」となるべき箇所が，この答申のタイトルでは改善となっている。
１３ また，この答申の続編とも言える，2016年 12月 21日付の答申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校

及び特別支援学校の学習指導要領等の改善および必要な方策等について」では，PDCA 及びそれと同義
の言い回し（「改善をはかるサイクル」等）が 7箇所に見られる。
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ない。（なお，その用語解説には「PDCA サイクル」も含まれてはいな
14
い）

1つの手がかりとなるのは，大学を対象とする認証評価機関の 1つである公益財団法
人・大学基準協会が公表した『大学評価ハンドブック』に示されている，次のような定
義である──「内部質保証（Internal Quality Assurance）とは，PDCA サイクル等の方法を適
切に機能させることによって，質の向上を図り，教育・学習その他のサービスが一定水
準にあることを大学自らの責任で説明・証明していく学内の恒常的・継続的プロセスの
ことをいう」（大学基準協会，2017

15
: 3）。この定義によれば，大学組織の内部で PDCA サイ

クルが機能しているか否かは，ある大学が教育の質に関して適切な保証をおこなってい
るかどうかを判断する上での非常に重要な判断基準であるということにな

16
る。

ここで当然問題になってくるのは，その重要な基準であるはずの PDCA がそもそも
どのようなものであるか，という点である。この点については，大学基準協会が 2009

年に発表した『新大学評価システム ガイドブック』に含まれている次のような解説が
1つの手がかりになる。

経営学で言われてきた PDCA サイクルとは，目標・計画を立て（Plan），実行し（Do），結果を点検・評
価し（Check），改善・見直しを行う（Action）といったプロセスを意味しています（大学基準協会，
2009 : 3）［強調は引用者］。

由井（2012 : 50）は，この解説について首をかしげたくなるような記述であると指摘し
ている。実際，このガイドブックには上記の記述に該当するような一切の典拠が示され
ていない。したがって，この文書で言う「経営学」とはどの国の経営学であり，また内
外の経営学者のうちの誰がたとえば PDCA を有効な技法として提唱しているのかは判
然としない。重本（2011 : 5）が指摘するように，実際には，日本あるいは海外の「経営

────────────
１４ 先に指摘したように，PDCA の発想をはじめとする日本における品質保証の考え方の中には，それまで

の「製造工程→検査」という 2段階の手順に対して，検査プロセスを製造の中に取り込む（したがっ
て，その人員やコストを節約できる）「工程への品質の作り込み」という発想が含まれている。PDCA
をクローズアップしている大学基準協会の内部質保証の定義にこのような発想が含まれているとするな
らば，それはそれで評価に値するのだが，関連文献にはそのような記述を見出すことは出来ない。

１５ 大学を対象とする認証評価機関は，大学基準協会以外に，独立行政法人大学評価・学位授与機構と公益
財団法人日本高等教育評価機構の 2つがある。大学基準協会は，これら 3機関の中でも最も早い時期
に，PDCA サイクルを評価項目の中に盛り込んでいる。実際，同協会は，2008年 10月 1日付（つまり
中教審の答申が 2008年 12月に出される以前に）の機関紙『じゅあ』の記事において，認証評価事業に
おいて 2011年度以降には，次の点を評価対象とするという点を告知している──「個々の PDCA サイ
クルが有効に機能しているか，またこの PDCA サイクルがそれぞれ関連しあって大学全体の PDCA サ
イクルを形成しているか，さらにこうした大学全体の PDCA が大学の改善・改革に貢献しているか等」
（大学基準協会，2008 : 9）。またその記事には「大学の質保証システム（PDCA サイクル）」と称するポ
ンチ絵も添えられている。

１６ 大学を対象とする 3つの機関別認証機関のうち，2018年時点で大学基準協会と日本高等教育評価機構
の評価基準には PDCA が明記されている。一方，大学改革支援・学位授与機構の場合には，教育の内
部質保証は要件の 1つになってはいるものの，その実現手段としての PDCA が明記されているわけで
はない。評価機関による内部質保証と PDCA との関係については，田代（2017 : 31-32）参照。
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学」において PDCA サイクルが重要な用語として定着しているわけではな
17
い。

こうしてみると，大学基準協会が「経営学で言われてきた」としている PDCA サイ
クルというのは，実際には，本稿で見てきた各種の行政関連文書の中で言及されてきた
PDCA サイクルという言葉をそのまま流用したものだと言えそうである。実際にそうで
あるとするならば，大学基準協会の言う PDCA サイクルは，各種行政関連文書の用法
を踏襲ないし「コピー＆ペースト」したものなのだということにな

18
る。

なお，上に引用した『新大学評価システム ガイドブック』における PDCA サイク
ルの解説の後には以下のような文章が続いている。

つまり，自己点検・評価は，実行した結果が目標や計画に沿ったものになっているか，沿っていないと
すれば何が問題なのか，大学の経営戦略が不明確なのか，目標や計画が不適切だからなのか，実行上の
問題なのか，などを根拠をもとに冷静に検証し，ポジティブなアクションと結びつくには，どうすれば
よいかを考えることなのです。反省と自己弁護ばかりでは，改革・改善につながる，本来の自己点検・
評価とは言えません（大学基準協会，2009 : 3．強調は引用者）。

この文章の指摘それ自体は，至極真っ当なものである。反論の余地はまったくない正
論であるとも言える。しかし，これは，本来そっくりそのまま大学基準協会に対しても
適用されるものではないだろうか。実際，もし同協会が，最も重要な認証評価の基準の
1つである内部質保証について安易な「コピペ」をおこない，一種の「疑似経営（学）
用語」を使用してきたという事実があるとするならば，それは，大学基準協会が自組織
に関しておこなってきた（はずの）自己評価・点検の質を疑わせるものだと言えるだろ
う。つまり，少なくともこの 1点に関して言えば，同協会が評価項目に関して「冷静に
検証」した上で真摯な「反省」をおこない，また「改革・改善」につながるような形で
PDCA の C（点検・評価）に取り組んできたとは考えにくいのである。

（3）中央教育審議会によるコピー＆ペースト
もっとも，大学基準協会の場合以上に深刻で根が深いのは，中央教育審議会の答申に
見られるコピー＆ペーストをめぐる問題であるかも知れない。というのも，同審議会の
委員には，日頃自分の教え子たちに対しては安易な「コピペ」に走ることをかたく戒め
ているはずの（元）大学教員や高校教員などが含まれているからである。
────────────
１７ もっとも会計学の場合には，たとえば伊藤邦雄は，PDCA サイクルの提唱者はデミングであるとし，次

のようにも述べている──「新たに計画を立案する際，これまでの PDCA サイクルを再検討すること
に，より良い成果をあげることが期待される」（伊藤，2005 : 180 ; 2006 : 200）。また，谷武幸は，管理
会計が関わるマネジメントコントロールについて「PDCA サイクルを回すことにより，経営管理者が戦
略実施を図るプロセス」と定義している（谷，2013 : 9-10）。

１８ まったく同様の点が，大学基準協会の文書が「コピペ」したほとんど全ての行政関連文書についても当
てはまる。実際，それらの文書では，ほとんど例外なく PDCA サイクルの典拠について一切の典拠な
いし論拠を示していないのである。
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たとえば，先にあげた「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善について」および「学士課程教育の構築に向けて」という 2つの答申
が出された 2008年当時の審議会委員 30名のうち約半数の 14名は，大学教員ないし大
学教員としての経験を持つ役職者である。これらの人々のほとんどは，学生や大学院生
に対して安直な「コピペ」を厳しく戒めているはずである。また，安易な借り物ではな
い独自の思考（＝「自分の頭で考えること」）の重要性を強調しているに違いな

19
い。もし，そ

のような立場にある人々が半数近くを占める審議会の答申に，従来の行政関連文書にお
ける出所不明で「真意不在」の議論を安直に引き写しにしたような PDCA サイクルに
関する主張が含まれていたとするならば，それは，きわめて皮肉な事態だと言わざるを
得ない。
文科省内で作成される行政関連文書にこの種の「借り物」の用語が紛れ込んでくるこ
とは，ある意味で致し方のない事態だとも言える。というのも，「PDCA サイクル」は
既に 2000年代初めから同省の上位にある内閣府の文書で頻繁に使用されており，また，
『日本再興戦略』には国家戦略の重要なポイントの 1つとして織り込まれているからで
ある。
それに対して，中央教育審議会は，文部科学大臣の諮問機関であり，文科省に対して
は相対的な独立性を持っているはずである。また，その委員は「学識経験のある者のう
ちから，文部科学大臣が任命する」（中央教育審議会令）こととされている。
もし審議会委員が実際に「学識経験のある者」だとするならば，当然，彼（女）ら
は，PDCA サイクルが教育と研究の現場に対して適用可能な手法であるか否かという点
について慎重な検討をしておかなければならないはずである。また，少なくとも，その
点に関して批判的な見解を含む幾つかの議論に目を通しておく義務がある。
その種の批判的な見解の例としてきわめて示唆的なのは，上記の 2つの答申が出る 1

年以上前の 2007年 10月に国立大学協会から発表された『国立大学法人計画・評価ハン
ドブック』である。その中には，何カ所か PDCA サイクルと現実の大学運営とのあい
だに存在する重大な齟齬に言及している箇所がある。
たとえば，同ハンドブックでは，中期計画・年度計画等の国立大学法人の「計画」は

PDCA における「計画（P）」とは性格が異なるものであることが指摘されている。とい
うのも，国立大学法人の場合には，文部科学大臣の認可が必要となり，また，その認可
のために半年以上も前から作業にかかることになるからである。さらに，法律上，計画
変更には国立大学法人評価委員会の意見を聞かなければならない。これらの手続きがあ

────────────
１９ 時間は若干前後するが，中教審から 1996年に出された答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方

について」では「生きる力」が目玉になっている。その力には「自ら課題を見つけ，自ら学び，自ら考
え，主体的に判断」する力が含まれていた。
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ることによって，計画に影響を与える外部環境は計画の策定時と認可時とでは全く異な
ったものになりうるのである（pp.30, 32, 34も

20, 21
参照）。

しかし，中教審の答申を見る限り，国立大学協会のハンドブックにおけるこのような
重要な指摘に対して真摯に耳を傾けた形跡は認められない。実際，これらの慎重な指摘
や見解はきわめて例が少なかった。また，官民を挙げてのいわば「大政翼賛」的な
PDCA ブームの中では，これら少数派の声はかき消されがちであったのかも知れない。
中教審の委員たちが，他の行政関連文書を作成した多くの行政職員の場合と同様に少な
くとも「PDCA サイクル」に関しては安易なコピー＆ペーストに終始してしまった背景
には，そのような事情があったとも考えられる。
しかし中教審の内部事情がどのようなものであったにせよ，認証評価の基準が大幅に
変更されるということは，評価を受ける当の大学にとっては，深刻な事態を招きかねな
い問題である。実際，新たに設定された，PDCA サイクルを含む内部質保証の基準に適
切に対応することができずに「不適合」の判定を受けたような場合には，取り返しのつ
かない事態になってしまうのである。

Ⅷ 大学側の対応──脱連結と被植民地化

その最初の認証評価で，愛知大学法科大学院は「不適合」の判定を受けてしまった。その主な理由は，
予備校的な教育を行っているというものであった。私は，そのとき現地調査のため愛知大学に来られた
一人の評価員の言葉が，いまだに頭に染みついて離れない。それは，「やせ我慢でいいから，とにかく歯
を食いしばって，司法試験の『し』の字も忘れて教育するように。」というのである。

──森山文昭『変貌する法科大学院と弁護士過剰社会』

星はここで少しうつむき，ため息をついた。過去を回想し，現状を思い，さらに暗さをます未来をな
げく感情を，押さえることができなかったのだ。十年前ごろには黒々としていた頭髪も，いまはまっ白
になっていた。それから，かすれた声で言い加えた。
「人民は弱し，官吏は強し」
──星新一『人民は弱し，官吏は強し』

────────────
２０ 一方で，同ハンドブックが，序言で次のように「PDCA サイクルによる大学運営」を所与のものとして

しまっている点は問題を含むものだと言えるだろう──「国立大学法人に制度化された，計画・評価に
基づくいわゆる PDCA サイクルによる大学運営は，公立，私立大学を含めて，わが国では初めての経
験であり，制度設計に始まり，すべてが試行錯誤の段階にある」（赤岩，2007）。また，同ハンドブック
には，「計画・評価に基づく運営は，PDCA サイクルと呼ばれる」（p.21）としたり，PDCA サイクルの
確立や導入を所与のものとして受け入れたりしているという問題もある（p.29）。

２１ 山本清も，行政部門における PDCA サイクルを所与のものとする一方で，あるところでは，公的部門
で以下の 3つのサイクルを有機的に関連させることがきわめて困難であることを指摘している──①行
政内部の予算サイクル，②行政内部の企画サイクル，③行政と議会からなる政府サイクル（山本，
2015 : 24）。
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1．上有政策下有対策──PDCA 化をめぐる制度的要請への対応
（1）この道はいつか来た道？
中教審の「学士課程教育の構築に向けて」という答申の日付は，2008年 12月 24日
であった。つまりクリスマス・イブの当日である。暮れも押し迫った 12月下旬という
時期に公表されたこの答申は，それまで長年のあいだ中教審や文科省の決定に振り回さ
れてきた観のある日本の大学関係者にとっては，あまり有り難くもない「クリスマス・
プレゼント」だったと言えるだろう。実際，PDCA サイクルやそれによる「内部質保
証」などという馴染みの薄い言葉による指示が「上（冬空）から降って」きたことにつ
いて，大学関係者の多くは，その後に必要になってくる膨大な事務作業を頭に浮かべて
暗鬱な思いを抱いたと思われ

22
る。

もっとも，「実害」は思ったよりも少ないのかも知れない。というのも，日本の大学
はそれまでの 10数年間の経験を通して，その種の「外圧」に対してはある程度の耐性
ができていたからである。その 10年あまりのあいだには，大学「改革」のための施策
という名目で様々な改善方針や改革のためのツール（小道具）と称するものが次から次へ
と登場しては，教育と研究および大学事務の現場を揺さぶってきた。その種の改革ツー
ルやキーワードの中で，少し古いところではたとえばシラバス，FD・SD，授業評価な
どがある。もう少し新しくなると，それは「単位の実質化」，AP・CP・DP，アクティ
ブ・ラーニング，KPI だったりする。PDCA サイクルや内部質保証は，それら一連の，
矢継ぎ早に繰り出されてくる改革ツールの延長線上にあると思われる。
それらの改革ツールや改善方針が提唱され，またその方針に沿った改革の進捗の度合
いが各種補助金の申請や受給に関わる評価項目として設定される度に，日本の大学では
その対応に追われてきた。その中には，たしかに教育や研究の質を向上させる上で一定
の効果を持ったものもあるだろう。しかし，実際には，その多くは，海外の実践をその
外形ないし「名前」（キーワード）だけを模倣し，実質的には似ても似つかぬものになっ
ている例が少なくない。
その典型が「シラバス」である。
米国や英国の大学で使用されるシラバスは，個々の教員が講義開始日あるいはその翌
週などに受講生に対して提示することも多い。それによって，最新の研究内容や教育上
のアイディアを盛り込むこともできる。また，実際の受講登録者数やその構成を踏まえ
て，臨機応変にシラバスの内容を変えていくことも少なくない。このように，「本家本
元」のシラバスは，かなり自由度が高い教育用の手段として使われてきたのである。そ

────────────
２２ もっとも，同答申についてそれ以前に何度か同じ趣旨の文書が公表されており，大学側にとっては「青

天の霹靂」というほどのものではなかった。たとえば，ほぼ同内容の「審議のまとめ」が 2008年 3月
25日付けで文科省のウェブサイトで公表されている。
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れに対して，日本の多くの大学では，新年度の半年ないし 1年以上も前にシラバスの原
稿を作成して所定の期日までに一斉に提出することが要求されている。しかも，その形
式や内容に関して，文科省の意向に沿っているとされるガイドラインによって事細かな
指示が出されている場合が多い（この点については，次章で再びふれる）。さらに，そのシラバ
スの「整備状況」が大学評価における重要な評価項目の 1つになっている。
このような画一的なシラバスは「品質管理の行き届いた大学」という体裁を整える上
ではある程度有効であるかも知れない。しかし，実際の教育効果という点では疑問が残
るものであり，場合によっては，逆効果になったりもする。思いがけない副作用をもた
らしたりすることさえある（苅谷，nd；佐藤・山田，2004 : 179-183）。

（2）脱連結と被植民地化
しかし，たとえどれだけ理不尽で不合理なものではあっても，「上から降ってくるも
の」には取りあえず対応しなければならない。特に認証評価の受審や各種補助金への申
請に関わる項目であれば尚更のこと自大学にとって少しでも有利な評価が得られるよう
に，あるいは少なくとも著しく不利にならないように配慮して対応していく必要があ
る。
これについては，某私立大学で PDCA 化を担当してきた大学教員が同大学のニュー
ズレターでおこなった解説がきわめて示唆的である。彼は，上記の中教審の 2008年の
答申を引き合いに出し，また，2009年に開始された文科省の「大学教育推進プログラ
ム」の採択条件に PDCA サイクルの適用が盛り込まれているとした上で，次のように
述べているのである。

さらに，2011年度以降の大学基準協会の改革方向としては，「申請大学における PDCA サイクルを十全
に機能させるため・・・」（大学基準協会，ジュア（JUAA）2008, No.41）となっており，文部科学省主
導とは言え，PDCA サイクルを運用せざるを得ない状態であり，運用できるか否かという状態はとうに
過ぎているようです（安岡，2009 : 2）。

このような文科省等からの制度的要請ないし制度的圧力に対する組織ないし個人レベ
ルでの対応には，大きく分けて 2つのタイプのものがある。1つは，脱連結（decoupling：
やり過ごし・面従腹背）であり，もう 1つは被植民地化（colonization：黙従・過剰同調）である

（Power, 1997 : Ch.5. Meyer & Rowan, 1977 ; Oliver, 1991, Alvesson et al., 2017 : 42をも参
23
照）。

脱連結というのは，とりあえずは制度的要請に沿った形で表向きの体裁を整え上で実
質的な活動は従来と同じように滞りなく進行させていく，という対応の仕方である。い

────────────
２３ 制度的要請への戦略的対応には「抵抗」ないし「対抗」等もありうる（Oliver, 1991；佐藤・山田，

2004 : 247-249）。しかし，これまでのところ，抵抗的対応は日本の大学の場合には非常に稀であった。
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わば「やり過ごし」ないし「面従腹背」的な対応だと言える。一方，被植民地化の場合
には，制度的な要請を金科玉条のように鵜呑みにして，その指示通りに物事を進めてい
くことを目指す。いわば制度的圧力に対する黙従的対応であり，時にはその制度的圧力
を行使した側の意図をはるかに越えた過剰同調になることすらあ

24
る。

ここで先にふれたシラバスの例をとりあげて，この 2種類の対応法について，個人レ
ベルでの対応を中心にして解説してみよう。脱連結の場合，シラバスを作成して大学当
局にデータを提出することは，あくまでも外向けの体裁を整えるための方便として割り
切って対応する。つまり，この場合は，シラバスへの対応は組織人としての「大人の対
応」の一環だということになる。その上で，実際の講義の際には，杓子定規な規定にし
たがって作成させられたシラバスをほとんど無視して，自分なりにより教育効果が高い
ものだと確信している従来どおりの方式でおこなうことも多いだろう。あるいは，シラ
バスは一応準備して提出はするものの，実質的な教育効果を念頭において，学生の反応
を見ながらその内容を柔軟に変えていく，という対応もあり得る。つまり，これらの場
合には表面（仮面）的な対応と実際の講義内容とのあいだの関係（連結）は非常に緩やか
なものになる。完全に断絶したものになる場合も珍しくない。
一方，シラバス作成に関する指示ないし要請に関して被植民地化的な対応をとる人々
は，その要請に対して唯々諾々と従うことになる。そのような対応をとる教員は，統一
的・画一的な様式のシラバスの作成やシラバスの作成率が高まることそれ自体が，教育
の質の向上にとって有効であるという強固な信念を持つことになる。さらに，そのよう
な信念を持つ教員たちの中からは，大学全体に呼びかけて「文科省の指示（お達し）どお
りに」シラバスを作成し，それを履行することを促そうとする一種の伝道者が出て来る
かも知れな

25
い。

（3）PDCA 化対応の場合
当然のことながら，PDCA サイクルの場合にも 2種類の対応があり得る。この場合
は，個人レベルというよりは組織レベルでの対応が中心になるだろう。
典型的な脱連結的な対応をとる場合には，PDCA サイクルの「効能」についてはかな
り懐疑的であろうとも，とりあえずは認証評価の際や事業計画書に「PDCA を回す」あ
るいは「PDCA 化」などの文言を適宜書き入れておくことがまず必要となる。また，計

────────────
２４ 研究者レベルの PDCA に関する同調的対応については，たとえば，安岡（2015），早田・工藤ほか
（2016），溝上（2018）などの例を参照。

２５ 当然ではあるが，これら 2つのタイプは一種の理念型である。実際には，2タイプの混合形態となる場
合も多いだろう。また，大学の中でも部局や個々の教職員によっては異なる対応になることも多いに違
いない。さらに，大学当局からの要請に対して，特定部局ないし個人が脱連結あるいは被植民地化的な
対応をとる例もあるだろう。
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画・実行・評価・改善の各業務を担当する部署ないし委員会を設定しておくことも体裁
を整える上では効果的である。それに加えて，それらの部署・委員会の活動に関する内
規を定めると，さらに見栄えが良くなる。もちろん，それらの部署の活動については
PDCA ないしその類義語である「マネジメント・サイクル」や「改善サイクル」等の文
言を含む報告書を作成しておかなければならない。
極端な脱連結の場合には，これらの文言や組織構成は，何ら実質がともなわない，あ
くまでも外見を取り繕うだけの表看板ないし「ショーウィンドウ用の陳列物」に過ぎな
い。その外見の裏側では，体裁を整える以前とほとんど変わるところがない各種の業務
が滞りなくおこなわれることになる。つまり，文科省からの要請に対して真っ向から対
立するほどではないまでも，実害が無い程度に体裁を整えるのである。この点に関して
言えば，脱連結については「面従腹背」というよりは「ほどほどのお付き合い」という
形容の方がふさわしいかも知れない。
この脱連結的対応と対照的なのが，被植民地化的な対応である。この場合には，

PDCA 的な進捗管理は，決して単なる方便などではない。むしろ学士教育の内部質保証
だけでなく研究活動，人事管理あるいは財務管理など，あらゆる大学業務において実質
的な効果があるものと見なされることになる。したがって，究極の目標としては，大学
組織の全ての階層におけるすべての活動を PDCA サイクルで「高速回転」させ，また，
個々の PDCA サイクルが互いに緊密に噛み合って，大学全体のマネジメント・サイク
ルを形成していくことが理想となる。そのためには，たとえば，PDCA サイクルの運用
を担当する委員会を学長直属の組織として立ち上げていく必要も出てくるだろう。
PDCA 化の徹底を目指す大学では，「PDCA マネジメント」に精通した，プロの経営
コンサルタントによる懇切丁寧な指導を受けることが効果的だとされるかも知れない。
また，場合によっては，みずから率先して他大学を巻き込んだ PDCA 研修プログラム
を企画していくことにもなる。その場合，その大学の教職員が先駆者としてメンターな
いしスーパーバイザーとしての役目を果たすこともあるだろう。その種の研修サービス
の究極の発展形態が，本稿第 1部の冒頭でふれた「PDCA サイクル認証規格」の創設と
その営利事業化であることは言うまでもない。

（4）「とにかく歯をくいしばって PDCA を回すように」
もっとも第Ⅴ章で見たように，企業の場合にせよ大学の場合にせよ PDCA サイクル
的な「品質管理」手法に適合的ないし親和的な業務がある一方で，他方には決してそう
ではない業務がある。実際，大学における各種の業務の中でも教育や研究の多くは，本
質的に PDCA 的な進捗管理とは相性が悪い。その種の，本来は「回らない」ないし
「回せない」はずの活動についてマネジメント・サイクルを無理に回そうとすれば，当
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然のことながら，大学内には様々な軋みや歪みが生じてくる。しかしながら，その一方
で，大学基準協会が考案した基準のように，内部質保証の評価基準として PDCA サイ
クルの実践が前面に出されている場合は，その本質的なミスマッチという問題をいった
ん棚に上げてでも，マネジメント・サイクルの貫徹に邁進しなければならなくなってく
る。
この点に関連して示唆に富むのが，本節の冒頭に引用した森山文昭の証言である。森
山は弁護士資格を持ち，現在は愛知大学法科大学院の教員をつとめている。その森山に
よれば，2004年に全国で一斉に発足した法科大学院に関しては，制度発足当初から
「司法試験になるような教育は一切してはならない」という「反司法試験のドグマ」と
でも呼ぶべき教条が存在していたのだと言う（森山，2017 : 68）。
法科大学院は，法律の規定上 5年に 1度の認証評価を受けなければならない。森山の
勤務する愛知大学法科大学院は，その最初の認証評価で「不適合」の判定が下されるこ
とになってしまった。その理由は，同大学院が司法試験のための予備校的な教育を行っ
ているというものであった。その時に現地調査に来ていた評価委員の発言内容の主旨が
本章の冒頭に引用した「歯をくいしばってでも，司法試験の準備はしないように」とい
うものだったのである。
今後同じような事態が，PDCA サイクルに関しても生じていく可能性は否定できない
だろう。つまり，「PDCA 高速回転ドグマ」とでも呼ぶべき信念が評価委員たちのあい
だに根付いていく可能性である。その場合，不適合の評価を受けた大学の関係者に対し
ては，評価委員から次のようなコメントが与えられていくことになるのかも知れない
──「やせ我慢でいいから，とにかく歯を食いしばって大学の隅々にまでマネジメン
ト・サイクルを浸透させなさい。そして，高速回転する PDCA が不

�

足
�

してしまうこと
が絶対ないよう

26
に」。

2．PDCA という名のミ
�

ス
�

マネジメント・サイクル
（1）PDCA が PdCa になる時
脱連結的にやり過ごす場合にせよ大学全体で被植民地化的な対応をとる場合にせよ，
これまで見てきたような理由から「全学的にあらゆる業務に関して PDCA を高速で回
す」ことは，事実上不可能である。特に，教育と研究に関しては，PDCA 的な進捗管理

────────────
２６ 大阪大学の大学評価・情報分析室の准教授であった齋藤貴浩は，大学基準協会の評価基準について，
〈同協会の大学基準では，PDCA が評価する際に理念型として示されているが，大学の全ての活動を
PDCA サイクルの理念型で動かすことは困難である〉と指摘する。また，彼は，内部質保証を機能させ
るためだけに細目まで含めて大学業務を分割していくことは現実には意味が無いとしている（齋藤，
2012 : 71）。しかし，場合によっては，まさに「それがどれほど理不尽なものであっても，もっぱら評
価基準に合わせるためだけに実態を変えていく」ような大学が出てくる可能性は十分にあるだろう。
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をおこなおうとすることは基本的に無意味である。それどころか，時には有害ですらあ
る。また，企業の場合と同様の理由によって，大学の予算活動に関しても PDCA 的な
管理は現実的にあり得ない。
したがって，大学運営に関して PDCA をおこなっていると称する事例は，多くの場
合，実際には d と a という 2つの小文字を含む「PdCa」であると考えられる。
ここで PdCa というのは，実行（D）と改善（A）という実質がともなっていないにも
拘わらず，計画書（P）と事業評価報告書（C）の「作文」としての出来映えだけは素晴
らしいものになっているという状況である。言葉を換えて言えば，「計画のための計画

（P のための P）」「評価のための評価（C のための C）」が含まれるマネジメント・サイクルで
ある。
この，「名ばかり PDCA」とも言える状況を一種のポンチ絵として描いてみたのが，
以下の図 7である。

当然のことながら，実態としては PdCa でしかない業務に関する報告書の「作文」の
中にも，建前上は，（すべて大文字の）「PDCA サイクル」という用語が頻繁に登場し，ま
た必要に応じて「マネジメント・サイクル」を示すポンチ絵が盛り込まれていくことに
なるだろう。そのポンチ絵の図柄が，上に示した図 7とは全く異なるものになることは
言うまでもない。

（2）2つのタイプの PdCa

この PdCa には少なくとも 2つのタイプのものがありうる。
1つは，認証評価などに際して脱連結的対応を意図的・戦略的に採用している場合で
ある。この場合は，P と C について作文的な報告書を作成することは，あらかじめ文
科省や認証評価機関への対応を意識した上で織り込み済みである。いわば「確信犯」的

図 7 PdCa のミスマネジメント・サイクル
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な PdCa だと言える。
一方，被植民地化的対応の場合は，当初は PDCA を目指していたものの結果として
は PdCa になることも多いだろう。つまり，最初は PDCA を計画の中に盛り込んでい
たものの，最終的には当初想定していたような成果が得られなかったために，結果とし
て事業報告書の中に「PDCA サイクルを完遂した」という趣旨の記述を不本意ながらも
盛り込まざるを得なくなる，というパターンである。
特に，大学執行部あるいは学長直属の企画本部・戦略本部などがいわば PDCA ドグ
マに帰依した「PDCA 信奉者」となって全学的な取組みとして PDCA サイクルの本格
的な導入を宣言した場合には，そのような「結果としての PdCa」という事態が生じが
ちである。というのも，そのようなケースでは，D や A に関しては各部署に一任して
しまうことが多いからである。これは，本稿の第Ⅴ章で解説した「丸投げ式 PDCA」，
つまり企業でトップダウン式に無謀な計画を立てて，その実行については現場に丸投げ
してしまうのと本質的に同じ状況である。
以上で述べた 2つのタイプの PdCa の例からも明らかなように，PDCA に関する制度
的要請は，「文科省・認証評価機関→大学」という経路で外部環境から組織に対して突
きつけられる場合もあれば，「大学執行部→各部署」という形で組織内の上層から下層
に対して示される場合もある。
後者の場合，すなわち，大学組織の内部で制度的要請が示される場合についても，大
学全体に対して「外圧」として制度的要請ないしプレッシャーが突きつけられる場合と
同様の対応が生じがちである。つまり，大学内部でも，下位の部署では脱連結（やり過ご
し）的な対応が生じている可能性があるのである。これは，田中靖弘が企業の場合につ
いて指摘する「嘘つき」と「受け身体質」に相当する（第Ⅴ章第 4節参照）。実際，このよ
うなタイプの PdCa は，組織部内での制度的要請（圧力）に対する脱連結的対応の典型
だと言える。
そして，これらの例からも明らかなように，脱連結と被植民地化はあくまでも理念型
であり制度的要請に対して組織ないし組織の下位単位が示す対応は両者の混合形態ない
し組み合わせとなっている例も少なくない。たとえば，大学執行部が文科省ないし認証
機関の要請を唯々諾々と受け入れて全学的に「PDCA 励行」の大号令を出しているのに
対して，大学の部署の中にはそれを表面だけ受け入れて計画書ないし報告書を提出す
る，というような場合もあるだろう。これは，組織上位層では被植民地化，下位層では
脱連結の対応を示している典型例だと言える。さらに，組織内部の制度的要請の場合に
は，PDCA サイクルの適用に対して，その問題点を指摘して公然と異を唱える形での
「抵抗」という，第三の対応様式もあり得るだろう。

大学教育の「PDCA 化」をめぐる創造的誤解と破滅的誤解（第 2部）（佐藤） （ 223 ）５３



（3）「形骸化」を克服するための PDCA?

以上で述べてきた 2つの観点，すなわち，①組織外と組織上部から求められる制度的
要請および②2種類の PdCa という 2点を手がかりにして大学組織と PDCA との関係に
ついて検討していく上で示唆に富むのが，先に解説した，「内部質保証」との関連で
PDCA の重要性が強調されている事例である。というのも，このケースでは，PDCA サ
イクルというマネジメント手法の採用ないし徹底が，大学による自己評価・点検が形骸
化してしまった状況を打破し，評価結果（つまり C）を「改善」（A）へと結びつけていく
ための重要な方策として考えられているからである。
この点がきわめて明確に示されているのが，2015年に刊行された『内部質保証ハン
ドブック』（大学基準協会）である。このハンドブックでは，〈PDCA サイクルは，形骸化
しがちな自己点検・評価を克服して，評価結果を継続的な「改善」に結びつけていくた
めの手段として位置づけられるべきである〉という点が繰り返し強調されているのであ
る（高等教育のあり方研究会・内部質保証のあり方に関する調査研究部会，2015 : 3-11, 48, 85-

27
102）。

たとえば，同ハンドブックの冒頭では次のような点が指摘されている。

ところで従来より，ともすれば自己点検・評価や認証評価そのものが自己目的化され，評価結果を改
善・改革の契機とする大学評価制度本来の目的が形骸化されてきたとの指摘がなされてきました。（中
略）せっかく大学が苦労して構築した内部質保証システムであっても，結果として，単に「内部質保証」
と言う名の体制を整えただけの形式的なもので認証評価等の第三者評価の機会に合わせて運用するにと
どまるしかない，といったことになれば，それは「自己点検・評価形骸化論」の二の舞になりかねませ
ん（同上，p.11。強調は引用者）。

ここで指摘されている「自己目的化」ないし「形骸化」という傾向は，主として，自
己点検・評価をめぐる制度的要請に対する脱連結的な対応によって生じたものだと考え
られる。つまり，自己点検・評価が大学に求められている場合に，もっぱら評価報告書
の体裁を整えること（＝「作文」すること）それ自体が目的になってしまい，評価結果を踏
まえて改善・改革に生かしていくという本来の目的がないがしろにされてしまう，とい
うような状況であ

28
る。

────────────
２７ 「改善」という言葉は「学士課程教育の構築に向けて」でも 62箇所で使用されている。そして，問題点

について述べた後で，「具体的な改善方策」のうち大学に期待される取組みとして，学位授与方針を決
定して公表するという項目の次に挙げられているのが，「学位授与の方針の策定にあたって，PDCA サ
イクルが稼働するようにする」なのである。

２８ 現実には，意図的に「怠る＝サボタージュする」というよりは，評価への対応に要する膨大な量にのぼ
る文書作成作業と部内の調整で手一杯で，評価結果をどのように生かしていくかというところまで頭が
回らないだけでなく「評価疲れ」でその余力すらない，という例も多いだろう。これは，著者自身が，
かつて勤務していた大学で立て続けに法人評価と認証評価の実務に関わった際に抱いた実感でもある。
また，法人評価や認証評価に際しては，評価報告書を期日までに書き上げることが至上命題となるため
に，全体の作業の「モジュール化」がおこなわれる場合が少なくない。つまり，全体の文書作成を小分
けにして各部局の事務局および担当委員に割り当てて作業を進めていくのである。作業量が膨大なもの
であることもあって，実際に現場でその作業を担当する者は評価作業の全体像を把握する余裕もな ↗
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（4）実質化と形骸化のミスマネジメント・サイクル
先に指摘したように，行政関連文書の中において Plan-Do-See に代えて PDCA が使
用されるようになった重要な契機の 1つには，2003年と 2004年の経済財政諮問会議に
おける奥田碩・トヨタ自動車会長（当時）の発言があったと考えられる。つまり，〈行政
の評価は Plan-Do-See で終わっていて，自分たちの会社でおこなっているような「Plan-
Do-Check-Action」のサイクルが回っていない〉という趣旨の発言である。この奥田の
発言は，行政評価それ自体が自己目的化しがちである点をきわめて的確かつ辛辣に指摘
したものだと言える。
しかし，当然ではあるが，単に PDCA が定番の用語として使われるようになったか
らと言って，それだけで奥田が強調する「評価→改善」への機運が生まれてくるはずな
どない。企業への PDCA サイクルの導入と運用を含むコンサルタンティング業務に携
わってきた稲田将人は，その著書で行政関係者の次のような発言を引用している──
「うちの役所では，方向修正なく予算を消化するだけの PDCA がまかり通っておりまし
て……」（稲田，2017 : 133）。実際，この「役所」の場合と同じように大学においても，
Plan-Do-See に代えて PDCA を題目のように唱えるだけでは，事態の改善が望めるはず
もない。つまり，予算の消化あるいは予算の獲得や認証評価での「合格（適合）」のお墨
付きをもらうためだけの作文としての「PDCA がまかり通って」いく可能性が十分にあ
ると言える。
官庁にせよ大学にせよ，そのようなケースでは，PDCA それ自体が自己目的化し，予
算獲得ないし予算消化という目的のための方便として使用されることになる。きわめて
皮肉なことであるが，この場合，PDCA という用語それ自体が「計画・実行・評価・改
善」という 4つの局面のあいだの連結を緩やかなものにし，またその事実を覆い隠す上
できわめて効果的なマジックワードとしての役割を果たしているのである。実際，本稿
で見てきたように，PDCA は Plan-Do-See にも増して魅力的な言葉であり，また「ポン
チ絵映え」する用語である。つまり，体裁と対面を取り繕う上ではきわめて好都合な用
語なのである。
ここで観察されるのは，形骸化した評価や活動の「実質化」を意図して導入された用
語が，むしろ新たなる形骸化を生む重要な契機の 1つになってしまったという，きわめ
てアイロニカルな事態である。つまり，ここに見出されるのは，〈実質化→形骸化→実
質化→形骸化……〉という一種の「いたちごっこ」なのである。もし実際にそうだとす
るならば，「PDCA」は，効果的・効率的なマネジメント・サイクルを指す言葉である
どころか，むしろ意図せざる負の結果をともなう「ミスマネジメント・サイクル」のス
────────────
↘ く，目の前の作業を紹介することに追われがちである。したがってまた，当事者としての自覚を持って
「全学的なマネジメント・サイクル」について把握することなど到底望むべくもない。
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パイラル（ダウン）を生み出してきた言葉だったと言えるだろう。

本稿でこれまで主に扱ってきたのは，大学評価における重要な項目として導入されて
きた PDCA サイクルに内在する問題点という事例である。一方，この事例の検討を通
してより一般的な問題として浮かび上がってくるのは，ニュー・パブリック・マネジメ
ントの発想にもとづく政策がともすれば陥りがちな，以下にあげる 2種類の誤解であ
る。

・「民間の優れた経営手法」なるものについての基本的な誤解
・公共セクターと民間セクターそれぞれに属する機関や組織の活動や組織原理の違いに関する誤解

これら 2つの誤解は，ともすれば，ニュー・パブリック・マネジメント（新公共経営）
を効果的な「経営」などではなく，多大なる非効率と不経済をともなう「経営ごっこ」
に過ぎないものにしてきた。このような「経営ごっこ」の陥穽を免れる途を探っていく
上で示唆に富むのは，日本の企業人たちがデミングの教えを含む米国式の（ものとされ
た）経営手法をいかに自国の生産現場の状況にあわせて「翻案」してきたかという点で
ある。

Ⅸ 創造的誤解と壊滅的誤解──翻案と劣化コピーとのあいだ

ニュー・パブリック・マネジメントの古い価値観 政府機関に関して典型的なのは，イギリスの官房
長官の次の発言だろう。職員を MBA プログラムに派遣すれば，「省庁はその投資を十分回収できる」と
いうのだ。「才能あるアマチュア」の時代はもう終わったと，長官は言い切った。そしてたぶん，公務員
の時代も終わったのだろう。このような発想で政府が運営されると，死者の数が増えるなど，数値的な
「証拠」が明らかにならない限り，環境問題のような公共政策の問題点は放置される。

──ヘンリー・ミンツバーグ『MBA が会社を滅ぼす』

1．PDCA サイクルと「現場力」の起源神話
すべては，エドワーズ・デミングが 1950年の 7月に東京でおこなった講義にはじま
る──石川馨や水野滋らによって作り上げられた PDCA サイクルの起源神話によれば，
そういうことになる（第Ⅲ章参照）。次の 2枚の写真が，そのデミングによる講義の様子
を伝えている。
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この 2葉の写真は，1952年に日科技連から刊行されたデミングの講義録に収録され
ていたものである（Deming, 1952）。それぞれの写真の右下には，デミングのサインと「12
July 1950（1950年 7月 12日）」という日付が手書きで記載されている。左側の写真に映っ
ているのは当時 49歳のデミングその人である。一方，右側の写真には，日本全国から，
デミングの講義を聴くために集まった 230名の受講生が熱心にノートを取っている姿が
写し出されてい

29
る。彼（女）らは，1人あたり 1万 5000円という当時としてはかなり

高額の受講料（2018年時点では 10万円以上に相当）を支払った上で，会場となった神田お茶
の水の日本医師会館講堂で開催された 8日間の講義に参加していた。
講義は 8日間とも午前中に 4時間連続しておこなわれた。当時の医師会館講堂には扇
風機しか備え付けられておらず，デミング自身も受講生たちも汗みずくになって講義が
おこなわれたと伝えられている（Halberstam, 1986, Ch.17；フープス，2006 : 7章）。なお，この講
義の 1ヶ月あまり後の 8月には，箱根で経営トップ 47名を含む約 60名の参加者に対す
るデミングを講師とする講習会も開かれている（由井，2011 : 18, 21）。
その講義や講習会の前後にデミングが日本の労働者や経営者・経営幹部から受けた印
象について，ジャーナリストのディビッド・ハルバースタムは，次のように書いた（ハ
ルバースタムはデミングに直接インタビューしている）。

目標の一貫性──国中の皆が上から下まで同じ目標を共有しているということ──はデミングにとって
衝撃的であった。日本の労働者は，経営者が夢に思い描くような理想的な特徴を兼ね備えていた。尊敬
すべき人々であり，我慢強く，勤勉であり，かつ邪心が無かった。彼らはまた，数学的素養が必要とな
るデミングのやり方を実践していく上で完璧な存在だった。ごく普通の工員でさえ基礎的な数学の知識
を持っていたのである。……また，経営者はいじらしいほどに真っ当な事をおこなうことに対して真摯
であった（Halberstam, 1986 : 317）。

さて，その後およそ 70年の歳月を経て日本企業の経営者や労働者，そしてまた日本
────────────
２９ デミング自身によれば，1950年には東京の他に大阪，名古屋，博多でも講義をおこなっており，その

参加者の総数は 400名以上であったという（Deming, 1982 : 489）。

写真 1 デミングの講演 写真 2 デミングの講演に聴き入る聴衆

出所：Deming（1952） 出所：Deming（1952）
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の産業界はどのような変化を遂げてきたのだろうか。また，優れた品質の工業製品で一
時期世界の市場を席巻した日本的経営の重要な構成要素であるとされてきた PDCA サ
イクルの発想は，日本の行政と大学を舞台にして展開されてきた業務改革と「カイゼ
ン」に対してどのような貢献を果たしてきたのだろうか。
本稿におけるこれまでの検討から浮かび上がってきたのは，文科省や中教審および一
部の認証評価機関は，企業の生産現場において絶大の効果をあげてきたとされる PDCA

の起源や原理について根本的な誤解をし，また「真意不在」（由井）の対応をしてきた，
という事実である。つまり，それらの組織や機関は，その事実について深く認識するこ
ともなく，PDCA サイクルを「民間の優れた経営手法」として紹介し，また大学業務に
対してその履行を要請してきたのである。一方で，大学の側と言えば，多くはその民間
の経営手法の「劣化コピー」とも言えるバージョンを鵜呑みにして PDCA 化にひたす
ら邁進してきた。もちろん，中には，「回しているフリをする」ことを通して，ネガテ
ィブな影響が教育や研究の現場に及ばないようにつとめてきた大学も少なくないだろ
う。
いずれの場合にせよ，少なくとも日本の大学に導入されてきた PDCA については，
不幸な誤解の連鎖が続いてきたことだけは確実であるように思われる。

2．PDCA をめぐる「創造的誤解」と破滅的誤解
（1）海外モデルの翻案と創造的誤解
もっとも，あらゆる種類の誤解や思い違いがネガティブな結果を生み出すわけではな
い。実際，海外で生まれたビジネス上の発想や技法は，「丸ごとコピー」ないし直訳的
な形ではなく，むしろ現場の状況に応じた改変ないし「翻案」を加えて導入された時に
こそ，真の意味で効果的なものになりうることが少なくない（Westney, 1987 ; Czarniawska &
Sévon, 1996, 2005 ; Watson, 2006 ; Sato et al, 2015）。当然ではあるが，その翻案の過程では，少
なからぬ「誤訳」ないし誤解が生じる場合も多い。本稿で見てきた，統計的品質管理と
いう意味でのデミング・サイクルが日本において PDCA サイクルに翻案された経緯は，
まさにその典型例だと言える。
このような翻案プロセスとその実際の効果について理解する上で示唆に富むのが，ロ
バート・コールの言う「創造的誤解」である。コールは，日本の 2つの工場でのべ 3ヶ
月半のあいだ実際に工員として就労し，またその後 1年近くにわたってフィールドワー
クをおこなって『日本のブルーカラー（Japanese Blue Collar）』（Cole, 1973）を書き上げた米国
の社会学者である。そのコールによれば，日本の経営幹部や政府幹部は，米国で刊行さ
れてきた人間関係論系の文献の中でほとんど理想的に描かれていた従業員参加型の経営
を手本にして，それを日本に根付かせていったのだという。コールはまた，それによっ
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て日本の企業は効果的で効率的な工業生産と工場管理に成功したのだとする。つまり，
モデルとして採用されていたのは，実際に米国で実践されていた経営手法などではな
く，日本人がそのイメージを誤解して解釈したものだったのである。コールはそのいわ
ば「瓢箪から駒」とも言うべき経緯に着目して，これを，「創造的誤解（creative misun-
derstanding）」と呼んでいるのである（Whyte, 1987 : 492に引用；Halberstam, 1986 : 311-318をも参
照）。

（2）無際限の「劣化コピー」と破滅的誤解
同様の点は，PDCA サイクルという考え方についても指摘できる。後にデミング自身
が自らの発想との類縁性を明確に否定したように，PDCA サイクルそれ自体は和製の概
念であり，統計的品質管理を骨子とするデミングのオリジナルの発想とはかなり異なる
要素を含んでいる。その意味では，この発想はデミングの発想を換骨奪胎したもの，あ
るいはデミングの真意をまさに「創造的に誤解」したことによって作り上げられてきた
ものだと言える。
その意味で，それは「誤解」というよりはむしろ「翻案」と言った方がふさわしい。
実際，もし PDCA サイクルの発想を取り入れた品質管理なり企業経営なりが真の意味
で効果的であったとするならば，それは，技術担当者やその上司が単なる借り物や安易
な真似事などではなく，現場の状況や事情を踏まえて独自の工夫をこらしてきたからこ
そであると考えられる。また，上司や経営トップは，そのような現場における実践に対
して企業経営上の全体最適の観点から全面的な支持を表明していたと思われる。その場
合は，決して丸投げのような形でなく，むしろ自ら部署間の利害の調整を図っていたに
違いない。実際，PDCA の発想を生かしたマネジメントは，そのような総合的な組織力
が背景にあってこそ実質的な効果を持ちうるものだと思われる。
そのためには，当然のことながら，PDCA のそれぞれの局面において，どの時点でど
のような対応および最低限の資源の獲得・投入が必要になるかを「自分自身の頭」で考
え抜いた上で実践に移すという作業が不可欠となる。また，現場での実践と反省を通し
て考案された対応の中には，表 2の右の欄に示したような性格を持つ業務に対しては一
般に理解されているような形での「高速回転の PDCA」を適用し

�

な
�

い
�

という選択も含ま
れているに違いない。
言うまでもなく，それは，単に PDCA をお題目のように唱えたり，上司が無謀な計
画を立てて部下に実行を押しつけるような「丸投げ式 PDCA」とは対極の位置にあるマ
ネジメントのスタイルである。実際，丸投げ式の PDCA の結果として生み出されてく
るのは，田中の言う「嘘つき」や「受け身体質」であり，また「PDCA を回しているフ
リ」が横行する「PdCa」でしかないだろう。
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ひるがえって，2000年前後から行政や大学を含む公共セクターにおいて盛んに喧伝
されてきた PDCA の場合はどうであろうか。本稿における検討を踏まえて見る限り，
どうやらその大半は，創造的誤解であるどころか「破滅的誤解」であったように思われ
る。というのも，行政関連文書や審議会の答申に登場してくる PDCA は，安直な借り
物ないし真似事としての「コピー＆ペースト」あるいは一種のお題目のようなものに留
まってきた例が少なくなかったからである。
そして高等教育の世界では，文科省や中教審あるいは大学基準協会が，それ自体単な
る受け売りでしかない PDCA サイクルなる概念を鵜呑みにして，大学に対してそれを
「コピぺ」することを，いわば強要してきた。オリジナル自体が安易な受け売りである
以上，その際限のないコピー＆ペーストが結果として「劣化コピー」を生み出していく
ことは半ば不可避の事態であろう。大学関連の文書に登場しているおびただしい数の
PDCA のポンチ絵は，その劣化コピーを象徴するものだと言える。

3．NPM（権限委譲による効率的経営）と NPMM（マイクロマネジメント）のあいだ
日本の大学セクターにおける「劣化コピーとしての PDCA」という事例は，単に，企
業セクターにおける発想や手法に関する間違った解釈がもたらす破滅的誤解という問題
だけでなく，ニュー・パブリック・マネジメントという行政手法それ自体に内在する矛
盾をも浮き彫りにする。その矛盾というのは，①現場担当者に対する大幅な権限委譲と
②中央集権的な監査・指導によるマイクロマネジメント的傾向という 2つのベクトルの
あいだに存在する根本的な矛盾と対立のことである。

（1）背景としてのニュー・パブリック・マネジメント
本稿で取り上げてきた PDCA サイクルおよび，日本の行政ではその前身としての位
置づけを与えられてきた Plan-Do-See は，1990年代前後から日本の行政や大学に導入
されてきた様々な経営（学）関連用語の一例に過ぎない。同じような性格を持つ用語の
典型例としては，たとえば次のようなものが挙げられる──KPI, SWOT 分析，ロジッ
クツリー，選択と集中，見える化。
このような企業セクター由来の言葉が公共セクターで行政用語として使用されるよう
になってきた背景には，広い意味におけるニュー・パブリック・マネジメント（NPM）
と呼ばれる発想がある。ここで「広い意味における」という点をことさらに強調したの
は，先にふれたように NPM の定義については諸説があるからに他ならない。また，
1980年代に始まる日本における，新自由主義ないし新保守主義的な思想にもとづくと
される行政改革にも，後年ニュー・パブリック・マネジメントという用語で括られるよ
うになった各種の政策と共通する多くの要素が含まれている（欧米のネオリベラリズム（neo-
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liberalism）と日本の「新自由主義」的な教育改革の違いについては，苅谷（近刊）参照）。実際，Plan-Do
-See ないし「選択と集中」などという用語は，日本の公共セクターで「ニュー・パブ
リック・マネジメント」という用語が定着する以前の時期から使用されていた。
ちなみに，日本の行政関連文書に「ニュー・パブリック・マネジメント」という言葉
が本格的な形で登場するのは，2001年に経済財政諮問会議から出された答申「今後の
経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」であると思われる。この文書
では「ニューパブリックマネージメント」という新しい行政手法が世界的な大きな流れ
であるとして，その特徴を以下の 3つにまとめている──①徹底した競争原理の導入，
②業績／成果による評価，③政策の企画立案と実施執行の分離（2001 : 29）。その後，
たとえば自治体に関しては総務省から 2002年には「新たな行政マネージメントの実現
に向け

30
て」が出され，翌 2003年には「平成 14年度地方行政 NPM 導入研究会報告書」

が公表されている（安達，2004 : 41）。

（2）現場への権限委譲 対 集権的管理
第Ⅵ章でふれたように，後に NPM という用語で括られるようになった行政手法それ
自体は，英国やニュージーランドでは既に 1970年代後半以降から適用されていた。そ
の意味では，現在までに 40年以上の歴史があると言える。その長年にわたる各国での
実践から明らかになってきた点の 1つに，NPM には種々雑多な発想が含まれており，
その中には互いに矛盾するものが含まれている，というものがある。また，NPM の発
想や手法の骨子となってきた，政府機関の民営化や公共サービスに対する市場原理の導
入あるいは行政業務に対する民間企業の経営手法の採用などについては，必ずしも期待
されていた効率化や活性化を生み出すわけではない，という点も明らかになってきた。
そのような，NPM の発想自体に含まれる矛盾の 1つの典型として挙げられてきたの
が，行政現場に対して与えられる裁量権の範囲に関わるものである。つまり，NPM の
1つの考え方としては，行政現場に対して大幅な裁量権を認める“let the managers man-
age”（現場担当者に運営権限を委譲する）という発想がある。しかし，他方には，現場担当者
の行動を中央集権的に監視・指導し，またトップダウン的に活動内容を統制しようとい
う“make the managers manage”（現場担当者の運営手法や内容について指導する）という発想も
ある。実務の上では，この 2つの対照的な発想が十分に整理されないままに共存してお
り，それが大きな混乱を生み出している場合が少なくないとされる（Pollitt, 2003 : 31-32, 83-
84 ; Pollitt & Bouckaert, 2011 : 10 ; Christensen and Per Laegreid, 2007 : 8）。
一方の，現場に大幅な裁量権を認める考え方の根底には，次のような発想がある──

〈官僚制的システムはとかく規則に縛られて硬直的かつ旧例墨守的な傾向に陥りやすい。
────────────
３０ 同文書の巻末には「NPM 等に関する用語の説明（索引）」が付されている。
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NPM では対照的に，それとは対照的に，現場担当者の創意や工夫を生かしてより効率
的な経営を目指すべきだ〉。それに対して，もう一方の，上からの統制を強調する立場
の背景には，〈現場担当者は適切に監督しておかなければとかく自己利益を追求するも
のだ〉と考える根本的な不信感がある。したがって，いかにしてそのような機会主義的
な行動を監視・抑制して当初の目的を達成させるか，という点に神経を使うことにな
る。当然のことながら，その場合には，何（what）を達成するか，あるいはどれだけの
成果が得られたかという点だけでなく，その目的を「いかに達成するか（how）」という
手続き的な点にまで立ち入って詳細な監査や検査がおこなわれることになる。
後者の，基本的に人間不信と猜疑の念にもとづく集権的な発想による NPM は，必然
的にマイクロマネジメント的な傾向へと結びついていくことになる。つまり，現場にお
ける活動の進め方について細かな点にいたるまで指示し，またその結果については逐一
報告を上にあげるように要求していくような行政指導のやり方である。この場合，
NPM はいわば NPM

�

M
�

，つまり New Public Micromanagement の様相を呈することにな
る。
この種のマイクロマネジメント的な傾向は，まさに，日本の大学と文科省の関係に見
られる顕著な特徴の 1つに他ならない。
実際，日本の大学は，これまでさまざまな業務に関して文科省から詳細な指示ない

し指示ら
�

し
�

き
�

も
�

の
�

（これについては後述）を与えられてきた。一方で，それぞれの大学で
は，その指示に従い，あるいは指示らしきものから文科省の方針を「忖度」してそれに
沿った大学独自の指示を教職員に与えてきた。そのマイクロマネジメント的な指導・指
示のあり方は，自分の子どもの行動の些細な点に至るまで，一方では「あれをやりなさ
い，これもやりなさい」，他方では「あれもダメ，これもダメ」と口うるさく指図する
親の姿を彷彿とさせる。子どもの場合には口答えしたり，禁止されていることを親に隠
れて仕出かしたりしている場合も多いだろう。それとは対照的に，日本の大学は，文科
省のマイクロマネジメント的な指示に対して（少なくとも表面的には）唯々諾々と従ってき
た。また，その結果として，全国の大学において日々産出されている文書のあいだには
驚くほどの類似性が見られる例が少なくない。

（3）日本の大学に対するマイクロマネジメント①──Syllabus とシラバスのあいだ
■シラバスの記載項目と文科省からの「指示らしきもの」
文科省がおこなうマイクロマネジメントによって，国公私立あわせて全国で 760校以
上にものぼる日本の大学で作成される文書に画一的なパターンが見られる典型的な例
に，前章でもふれた「シラバス」というものがある。実際，各大学のホームページに掲
載されているシラバスについて検討してみると，同じような項目が同じような順番で，
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かつ互いによく似たスタイルの記述で盛り込まれていることが分かる。
担当者の氏名や講義番号，開講学期などの基本的な項目がほとんど全ての大学でシラ
バスに盛り込まれていることは当然と言えば当然である。しかし，それ以外にも以下の
5項目などが全国の大学のシラバスで同じような順番で並べられている──「概要」，
「到達目標」，「授業計画」，「授業時間外の学習」，「成績評価基準」，「評価のポイント」。
さらに，どの大学のシラバスを見ても，まるで判を押したように，これらの項目が同じ
ような文体で記述されている。
シラバスの記載項目については，特に法律上の規定があるわけではない。該当するも
のがあるとすれば，大学設置基準第二十五条の二における次のような規定だけである
──「大学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあらか
じめ明示するものとする」。またその規定の 2では，次のように述べられている──
「大学は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確
保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたが
つて適切に行うものとする」。
このように，記載項目の詳細どころかシラバスそれ自体の整備に関する特定の規定が
あるわけではないにも拘わらず，日本全国の大学でシラバスが整備され，また実際のシ
ラバスの内容には驚くほどの共通性が見出される。このような傾向の背後にある重要な
要因の 1つとして考えられるのが，文科省によって毎年のようにおこなわれている大学
の改革状況に関する調査や補助金の申請の際に提出を要求される調査票の内容である。
それらの調査票には，シラバスの整備状況やシラバスの内容が記載項目として盛り込ま
れているのである。
たとえば，2013年度からは私立大学を対象にして「私立大学等改革総合支援事業」
という名称の補助金事業がおこなわれている。この事業の対象校の選定に際しては，調
査票が用いられている。そして，同事業の枠の 1つである「教育の質転換」の 2017年
度版の調査票には，各大学が設定するシラバスの作成要領に特定の 4項目（予習・復習等
の内容と時間，成績評価の方法等）が明記されているかどうかを問う内容が含まれている。そ
れに加えて，担当教員以外がシラバスの記載内容をチェックする体制になっているか否
かという調査項目もある。この 2つの項目の最高点は，それぞれ 5点である。したがっ
て，これら 2項目で最高点を達成すれば，満点で 95点となっている調査票の得点のう
ちの 10点を獲得できることにな

31
る。ちなみに，これら 2項目は，「教育の質向上に関す

る PDCA サイクルの確立」というカテゴリーの最初に挙げられているものである。
また，文科省は 2001年度いらい全ての大学を対象にして「大学における教育内容等

────────────
３１ 平山柾夫・新潟国際情報大学学長は，この事業が全国の大学の個性の喪失を招く可能性を指摘している
（平山，2015）。
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の改革状況について」という調査を毎年おこなっている。その中では，シラバスの作成
の有無やその記載内容関する項目が含まれている。また，その調査項目は年を追うごと
に詳細なものになっている。たとえば，2016年度の調査の場合には，シラバスに関す
る質問は 8項目にも及んでいる。

■国立 TKB 大学のケース
以上のように，文科省から回答を指示される各種の調査票にシラバスに関するチェッ
ク項目が含まれている以上，全国の大学がシラバス作成上のガイドラインと雛形を用意
して教員に対して指示を与えていくのは当然の成り行きであろう。たとえば，以下にあ
げるのは，国立 TKB 大学のガイドラインにおける「授業の到達目標」に関する規定の
一部である。

① 現実的な表現で，学生を主体として書く
学生が，授業終了後「こんなことができる」，「こんなことを知ることができる」というような身に付

く能力をイメージできるよう，記入することが重要です。また，学生がこのイメージを見て，「自分でも
達成できそう」と思えるものにする必要があります。
（良い例：学生を主体とする文）（略）
（悪い例：教員を主体とする文）（略）

② 内容は可能であれば知識・能力などに分けて書く
可能であれば，「到達目標」は達成されるべき内容を，知識・能力などの分野にて記載しま

32
す

実際には，このように「良い例」と「悪い例」まで示されている例は，それほど多く
はないだろう。しかしその一方で，ほとんどの大学ではシラバスが電子的データベース
として一括管理されている。したがって，データベースの記入項目に沿った，画一的な
シラバスが出来上がってくることは避け得ない事態であると言える。
これは，日本の大学がそのモデルにしたとされている欧米の大学で使用されているシ
ラバス，つまり syllabus が実に多様な体裁と内容のものになっているのとはきわめて対
照的である。たとえば，アメリカ社会学会では，かつて何年かに一度の間隔で「シラバ
スセット（syllabi sets）」として，社会学のさまざまな分野ごとに定評ある講義のシラバス
をまとめて刊行していた。そのシラバスは，講師名，開講学期などの単純な項目につい
ては一定のパターンこそあれ，その他の記載項目の順番や文体はかなり多様なものであ
った。また，海外の大学でもシラバスをホームページで公開している大学は少なくな
い。それらの大学におけるシラバスについて検討してみると，大学間だけでなく，同じ
大学内の学部間あるいは同一の学部でも教員のあいだで記載項目や記載内容は実に多彩
────────────
３２ http : //www.tsukuba.ac.jp/education/pdf/syllabus-guide.pdf. 強調は引用者。

このガイドラインの記述には，たとえば「イメージを見て」「分野にて」等，不可解な日本語表現が目
につく。
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であることが分かる。

■被植民地化的な過剰同調とシラバスの実質的「効能」
もともとシラバスは，日本では 1990年代初めから TA（ティーチング・アシスタント）制
度や授業評価などと並んで大学教育の改善の切り札となる，いわば大学改革用の有望な
小道具（ツール）の 1つとして取り上げられてきたものである。また，その「効能」は盛
んに喧伝されてきた。これに加えて，上述したように，文科省は，さまざまな機会をと
らえて，シラバスの整備と充実を各大学に対して積極的に働きかけてきた。上で見た画
一的なシラバスが登場してくる背景には，そのようなマイクロマネジメント的な制度的
要請があることは疑いようもない。
もっとも，その一方で，シラバスの画一化に関しては，大学の側がその文科省からの
制度的要請に対して被植民地化的に同調してきたことも見逃せない重要な原因としてあ
げられる。
実際，シラバスが導入され始めた当時，日本全国の大学はその内容だけでなく「分
量」を競いあい，結果として電話帳のようなシラバス集が作成されるケースが少なくな
かった。たとえば本稿の著者は，ある教育関係の機関が研究資料として収集していた全
国の大学のシラバスを目にしたことがある。その膨大なコレクションの中には，某国立
大学で作成された 7分冊からなる，全部で数千ページに及ぶシラバス集が含まれてい
た。その圧倒的な分量もさることながら，その 7巻の冊子のそれぞれは，豪華版本を入

はこ ちつ

れておくために使われるような立派な函（「帙」などと呼ばれる）に納められていたのであ
った（佐藤・山田，2004 : 179-183；苅谷，n.d.）。
以上のような点を考え合わせてみると，どうやら日本の大学で文科省および大学の要
請のもとに製造されてきた画一的なシラバスは，欧米の大学でそれぞれの教員が個人レ
ベルの判断と裁量で作成してきた多様な形式と内容の syllabus とは全くの別物であると
考えた方が良さそうである。つまり，「ピー・ディー・シー・エー」が純和製の経営用
語であったように，「シラバス」もまた和製英語としての一面を持っているのである。
このような経緯をたどって日本の大学セクターに普及してきたシラバスが現実に授業
の質の向上にとって有効であったかどうかは，大いに疑問のあるところである。たとえ
ば，上にその一部を示した TKB 大学の「シラバス作成のためのガイドライン」は 2008

年 12月に作成されたものである。それからおよそ 10年を経て，2018年度のタイム
ズ・ハイヤー・エデュケーション誌の世界大学ランキングによれば，TKB 大学の順位
は「401位以下 500位以上」であり，教育（teaching）のスコアは 38.6である。一方，同
ランキングで世界 1位となったオックスフォード大学の教育スコアは 86.7であっ
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た。

────────────
３３ タイムズ・ハイヤー・エデュケーションのウェブサイトより。 ↗
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そのオックスフォード大学では，他の欧米の大学の場合と同じように，シラバスの作成
は基本的に教員個人の裁量に任されている。つまり，日本のように大学や学部から何ら
かのガイドラインを示されることなどないのである。ましてや，特定の府省から「指示
ら
�

し
�

き
�

も
�

の
�

」が与えられるはずもない。
こうしてみると，シラバスの有無ないしその統一性と教育上の成果とのあいだにはそ
れほど密接な関係は無さそうである。実際，教育的な成果を上げる上で効果的であると
される施策を実施しているか否かをいかにマイクロマネジメント的にチェックしたとし
ても，それだけでは，実質的な効果は期待できない。それどころか，むしろ逆効果にも
なることの方が多いだろう。

（4）日本の大学に対するマイクロマネジメント②──DP・CP・AP の 3ポリシー
■「ポリシー 3点セット」の概要
中教審から 2016年 3月 31日に出されたある答申は，前項で見てきたシラバスの場合
以上に日本の大学の教育課程──あるいは教育課程に関わる文書の体裁や内容──の画
一化を促進していく可能性を持っている。上でシラバスに関して取り上げた 2つの調査
票の例は，シラバスの記載内容に関して特に明示的な指示を与えるものではなかった。
それに対して，これから取り上げる事例は，大学の教育課程のあり方を明確に規定する
「ガイドライン」としての位置づけを与えられている。さらに，同ガイドラインの制定
は，大学教育に関わる学校教育法施行規則の改正と密接に結びついていた。その意味
で，このガイドラインは，大学に対する中教審・文科省のマイクロマネジメント的な指
示のあり方を非常に鮮明に示すものだと言える。
ガイドラインの正式なタイトルは，以下のようにかなり長大なものである──「『卒
業認定・学位授与の方針』（ディプロマ・ポリシー），『教育課程編成・実施の方針』（カ
リキュラム・ポリシー）及び『入学者受入れの方針』（アドミッション・ポリシー）の策定及び運
用に関するガイドライン」。これは略して，「3つのポリシー」ないし「DP・CP・AP」
に関するガイドラインと呼ばれることも多い。このガイドラインでは，それぞれの大学
では，どのような卒業生を社会に送りだすことを目指すためには（DP），どのような教
育課程を編成して実施し（CP），また，どのような方法で入学者を受け入れるか（AP），
という点を明確にしなければならないとされている。また，それぞれの方針（ポリシー）
のあいだの有機的な関連を形成して「学生に対する教育をより密度の濃い，充実したも
のにする」（中教審，2016 : 3）ための方針が解説されている。
このガイドラインには，過去 30年ほどのあいだに「大学改革」との関連で次々に導

────────────
↘ https : //www.timeshighereducation.com/world-university-rankings/university-tsukuba#pane-university-rankings-

chart
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入されてきた答申や小道具類と多くの共通点がある。
まず，片仮名言葉が使われている。これによって，舶来の発想ないし教育手法として
の雰囲気が醸し出されている。その印象は，その片仮名言葉がアルファベットの略語で
示されていることによってさらに強調されることになる。また，ガイドラインを解説し
た文章の記述の中には，例によって「PDCA サイクル」が重要なポイントとして登場し
ている。そして，参考資料としては，以下のようなポンチ絵が「イメージ（案）」とし
て添えられている（この図でも，A は Action の略語になっている。またすぐ後でとりあげる濱名

（2016）の解説でも同様に A は Action の略語とされている）。

■ガイドライン策定の経緯
このガイドラインが策定された背景については，中教審大学分科会大学教育部会の臨
時委員の 1人であった濱名篤（関西国際大学学長・学校法人濱名学院理事長）があるところで簡
潔に整理している（濱名，2016）。
濱名によれば，上記のガイドラインの策定を理解するためには，2000年代に入って
中教審から出された以下の 4つの答申が重要な手がかりになるとされる（それぞれの答申
名の後のコメントは濱名の解説を著者が要約したものである）。

・2005年 「我が国の高等教育の将来像」：3ポリシーの語が初登場。この段階での重点は AP の作成に

図 8 3つのポリシーに基づく大学教育改革の実現の「イメージ（案）」

出所：中教審大学分科会大学教育部会（2016 : 11）
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あった
・2008年 「学士課程の構築のために」：3ポリシーの明確化が答申における学士課程教育の改善の主た
る施策になるという位置づけがなされていた
・2012年 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」：用語として DP のみが登場。学修
の成果に関する「アセスメント・ポリシー」なる語が初めて登場し，3ポリシーの作成に加えて測定
と評価の必要性に踏み込む
・2014年 「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選
抜の一体的改革について」：3ポリシーの一体的な作成を法令上位置づけることを明記。さらにアセス
メント・ポリシーの確立を強調している

濱名によれば，以上のような経緯を経て，3つのポリシーの重要性が徐々に強調され
るようになっていったのだという。そして，2017年 4月には，3ポリシーを「当該大
学，学部又は学科若しくは課程」ごとに義務づける規程を新たに盛り込んで改正された
学校教育法施行規則が施行されることになる。また，同規則では，3ポリシーのあいだ
の「一貫性」を確保することが要求されている。かくして，日本全国の大学は，DP,
CP, AP の新たな策定あるいは既存のポリシーの改訂作業に追われることになったので
ある。

■3ポリシーに関する指針の明示化
そして，その各大学における 3ポリシーの策定ないし改訂作業における具体的な方向
性を詳細に解説しているのが，上にあげたガイドラインというわけである。実際，同ガ
イドラインでは，それぞれのポリシーの内容についての指針が明確に示されている。た
とえば，入学者の受入方針を示す AP（アドミッション・ポリシー）については，「学力の 3

要素」という観点に照らして，受け入れる学生に求める高校までの学習成果を判定す
る，とされている。その 3要素というのは，以下のようなものなのだという──①知
識・技能，②思考力・判断力・表現力等の能力，③主体性を持って多様な人々と協働し
て学ぶ態度。
ここで PDCA サイクルは，以上の 3ポリシーを運用する際の留意すべき事項の最初
に挙げられており，以下のように解説されている。

大学教育を充実させるためには，三つのポリシーを起点とする PDCA サイクルをポリシーの策定単位
ごとに確立し，教育に関する内部質保証を確立することが必要である。例えば，三つのポリシーの策定
単位が学位プログラムであったならば，当該学位プログラムの教学マネジメントを担う者において，三
つのポリシーの策定を通じて具体化された入学者選抜，教育の実施及び卒業認定・学位授与の各段階に
おける目標（「P」）が，各ポリシーに基づいて実施される入学者選抜及び体系的で組織的な教育（「D」）
を通じて達成されたかどうかを自己点検・評価（「C」）し，学位プログラムについて必要な改善・改革
（「A」）を行っていくサイクルを回していくことが求められる。
また，大学教育の充実のためには，こうしたポリシーの策定単位レベルだけでなく，例えば，各授業
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科目のレベルにおいても，各教員がディプロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーを踏まえながら，
授業改善に向けた PDCA サイクルを機能させることが重要である（中教審大学分科会大学教育部，p.7：
強調は引用者）。

以上は，かなり長い引用であるにも拘わらず，ほぼ原文そのままに引用した。これ
は，これまで本稿で紹介してきた PDCA に関する各種のポンチ絵の中で，これだけ詳
細に図解の中味にまで立ち入って解説しているものはほとんど無かったからに他ならな
い。
実際，これまで本稿で見てきたポンチ絵は，PDCA というマジックワードと同じよう
に，読者にとって何となく「分かったつもり」にさせてくれるものの，文章による解説
がほとんど無いこともあって，意味不明な点が多い。その点に関して言えば，2016年
の答申における PDCA に関する上記の解説は，少なくとも 2008年の答申「学士課程の
構築のために」からはやや前進しているようにも見える。というのも，第Ⅶ章で指摘し
たように，2008年の答申でも他の行政関連文書の場合と同様に PDCA の具体的な中味
については一切解説がなされていなかったからである。（もっとも，第Ⅺ章で解説するように，
実は上記のようなガイドラインの解説でも，3ポリシーと PDCA との関係は一向に明らかにされていない。）

■背景としての大学不信
濱名は 2017年に文科省が 3ポリシーの義務化に踏み切った背景には，大学教育に対
する社会からの批判が続いていたことが理由であるとして，次のように語る──「3つ
のポリシーの義務化に踏み切ったのは，産業界や政界も含め社会からの大学教育に対す
る批判が続いていたことが要因であり，“努力目標”では大学教育改革が進んでいかな
いという認識となったと受け取らざるを得ない」（濱名，2016 : 35）。実際，3ポリシーの義
務化を控えて作成された同ガイドラインの位置づけについては，以下のような記述があ
る。

……各大学においても［各種のポリシーの策定に向けての］積極的な取組がなされ，近年多くの大学で
三つのポリシーが策定されるようになっているが，その内容については，抽象的で形式的な記述にとど
まるもの，相互の関連性が意識されていないものも多いことなどが指摘されている。（中教審大学分科会
大学教育部会，2016 : 1）

また濱名の記事のタイトルは，「三つのポリシー（AP・CP・DP）をどう実質化するか」
（強調は引用者）というものであった（この場合，3ポリシーの順番はガイドラインとは逆になってい
る）。
ここに見られるのは，前章で内部質保証との関連で「自己点検・評価の実質化」の有
効な手段として PDCA の導入が位置づけられたのと同様の現状認識だと言える。要す
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るに，3ポリシーが策定されるようになってきているとは言っても，多くの大学では抽
象的・形式的なものに留まり，また複数のポリシー相互の関係が明確にされずに終わっ
ている。このように 3ポリシーが「形骸化」してしまっている状態を「実質化」させる
ための有力な手段が，PDCA サイクルの導入というわけなのである。実際，PDCA サイ
クルの場合には，最後に前向きの「改善・改革」である A（Action）が必須要素として含
まれるわけであるから，形骸化を克服して実質化できるはずであるということになるの
かも知れない。
ともあれ，以上のような濱名の解説およびガイドライン自体の記述から浮かび上がっ
てくるのは，中教審の委員ないし文科省の担当者が日本の大学とその関係者に対して抱
いていると思われる根の深い不信感であ

34
る。

実際，これらの記述から推測されるのは，3ポリシーを含めて 2005年以来何度とな
く改善方向を提示してきたのにも拘わらず，一向に「改悛の情」ないし改革・改善のき
ざしすら示していない大学に対する，中教審や文科省の関係者が感じている苛立ちであ
る。つまり，「大学は何を言っても通りいっぺんの対応しかしない。だから，ここで改
めて 3ポリシーを義務化するので，ちゃんと従ってください。それと，あなたたちには
すぐには分からないでしょうから，3ポリシーそれぞれの意味と相互関係についてかみ
砕いて説明してあげましょう」というわけである。

■マイクロマネジメントの効果と逆効果
もし中教審や文科省関係者が大学に対して実際にそのような思いを抱いているのだと
したら，それは，親が子どもに対してガミガミと説教し，また一挙手一投足にいたるま
で指示を与える姿を彷彿とさせる。そのような親の対応が多くの場合，あまり好ましい
結果を生まないように，中教審や文科省のマイクロマネジメントは，事態を改善するど
ころか悪化させる懸念がありはしないだろうか。実際，自己点検・評価の形骸化と自己
目的化を解決するための切り札として導入された PDCA 化が〈形骸化→実質化→形骸
化→……〉のミスマネジメント・サイクルを生み出しかねないように，3ポリシーの義
務化と詳細なガイドラインの設定は，同じような悪循環のループないしスパイラルを生
────────────
３４ このガイドラインに作成ないし承認にあたった中教審大学分科会大学教育部会の 5名の委員と 14名の

臨時委員は，日本の大学教員の知的水準に対してよほど根深い疑念を持っているのかも知れない。ちな
みに，5名の委員のうち 4名は大学の学長ないし元学長であり，14名の臨時委員のうち 7名が大学教
授，6名が学長ないし副学長である。あるいは，彼らは，自分たち自身の経験も踏まえて，大学教員と
いうのはマイクロマネジメント的な指示でも与えなければ，目を離しているすきに何をしですか分から
ないという根強い不信感を持っているのかも知れない。
もっとも，このような「日本の大学劣等言説」には，他の理由があるのかも知れない。というのも，

何らかの改革という名目をつけなければ，文科省としては新しい予算がつかないし，大学側としては補
助金がもらえないという事情があるのだとしたら，大学たたきは改革すべき「問題」を作り上げてくれ
るという点では好都合だからである。
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み出していく可能性があるとも思われる。
実際，たとえ各大学で策定される 3つのポリシーの文面がどのようなものであれ，そ
れとは関わりなく以前から優れた教育をおこなっている大学にとっては，AP・CP・DP
の改訂は，教職員の膨大な時間と労力を無駄に浪費させる作業でしかない。一方，その
ような制度的要請に対して脱連結的な対応をおこなってきた大学やその学部にとって
は，従来と同じように「実質化という名の形骸化」とでも名づけられる対応を繰り返す
だけであろ

35
う。

同様の点は，個々の教員についても指摘できる。実際，良心的な教員は，あえて
PDCA などという言葉を使わなくても発想や理念という点でそれに近いことを実践して
きただろう。むしろ，大学執行部がそのために特別の FD 研修などをおこなったりした
としたら，それは時間と労力と書類の無駄でしかない。つまり，そのような教師にとっ
ては「余計なお世話」でしかないのである。一方，授業にそれほど熱心でない教員は
PDCA と言われてもほとんど効果がないに違いない。
この点で示唆的なのは，『内部質保証ハンドブック』（大学基準協会）の中で，いわば

「模範例」として取り上げられていた某大学の関係者の証言である。大学基準協会のハ
ンドブックによれば，その大学では，PDCA ないし内部質保証の発想が全学的に浸透し
ているとされていた。しかし，彼によれば，実際には以下のような事情だったのだと言
う──「……『作文』のためだけですね。ある時急に，教授会の席で，あらゆる書類に
とりあえずそういう言葉が入った一文を入れておくようにという指示が出たんです。事
前に何の説明も無く，決定事項だから，文科省とか基準協会がそう言っているんだから
ということでね。ああいう何の意味もない言葉を使うよりも，もっと本当に学生のため
になることを真剣に考えた方がいいと思うんだけど」。
ここで，次のような疑問が沸いてくる。以上述べてきたような状況がある中で，あえ
て仰々しく「PDCA サイクル」と言い立てる必要は果たしてどこにあるのだろうか。
特効薬としての「シラバス」の効能に対する期待はこの 20年ほどのあいだにすっか
り薄れてしまい，大学業務のルーチンワークの中に埋もれてしまった感がある。一方
で，PDCA サイクルおよびそれと合体して提唱されてきた 3ポリシーはまだ比較的新し
く，実際に大学業務の現場に一定程度の影響を及ぼしている。この点からしても，ここ
で上記の疑問について考えてみる必要がありそうである。

────────────
３５ 大学自治の建前を念頭に置いてか，ガイドラインの冒頭には，「例示されている事項の全てを各大学に

求める趣旨のものではない」という但し書きが添えられている。しかし，3ポリシーの策定と体系化そ
れ自体が法令で義務化されており，また，その整備状況が認証評価や各種補助金等の評価基準になりう
ることから考えれば，ガイド欄の記述は一種の必須条件としてとらえられる可能性が十分にある。
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Ⅹ 「経営ごっこ」としての NPMM と PdCa

当然，うちの会社でも「PDCA」は使われてますよ。どこの会社だって，長広舌をふるいたい人は 1

人か 2人はいるもんですからね。そういう人が会議でよく PDCA って言うんですね。発言の中味はとも
かく。

──企業関係者のコメント

あれはね，PDCA じゃなくて BACA。だってよく言うでしょ「○○のひとつ覚え」って。
──ある経営学者のコメント

1．素人療法としての PDCA ごっこ
今から 10年ほど前のことになる。某国立大学に勤務していた経営学者が，当時その
大学の執行部が率先しておこなっていたカリキュラム改革について，手厳しい表現で論
評したことがある。それは「経営ごっこ」というものであった。
その経営学者は，決して，教員として大学の運営業務に対して傍観者的ないし評論家
的なスタンスをとっていたわけではない。むしろ重大な責任がともない，また書類作成
や会議への出席のために相当の時間を割かなければならない学内委員を引き受け，かつ
様々な機会に専門家の立場からの発言や提案をおこなっていた。しかし，それらの提案
の多くは，学長をはじめとする大学執行部および事務局長サイドから「［忖度する限りで
は］文科省の方針とは（恐らく）違う」などという理由でしりぞけられていたのであっ
た。「経営ごっこ」というのは，その理不尽とも思える執行部の対応に対するきわめて
率直な感想であったと言えるだろう。
「経営ごっこ」は，高等教育行政を含む行政一般の PDCA 化政策の一面を端的に示す
言葉でもある。
先に述べたように，「PDCA サイクル」は日本の企業セクターでは，特定の種類の業
務については一定の効果が認められてきた手法である。しかし，この言葉は経営学の世
界では分析用語として必ずしも広く認知されてきたわけではない。その意味では，
PDCA は「経営用語」ではあっても経営学

�

用語ではない。
一方で，少なくとも日本の行政関係者のあいだでは，2000年前後から広い意味での

NPM の発想にもとづく行政評価・行政改革に関する文書を作成する際に，PDCA が，
いわば「膝蓋腱反射」のように，つまり自動的に脳裏に浮かぶ官庁用語として定着して
いたことは確実であるように思われ

36
る。この場合，PDCA は「民間の優れた経営手法」

────────────
３６ PDCA サイクルの行政用語としての定着は，内閣府事務局員が独立行政法人通則法の改訂について解説

した記事における以下のような説明に典型的に示されている──「PDCA サイクルとは政策の循環を↗
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を象徴する代表的な事例として扱われていると見ることもできる。しかしその一方で，
この言葉は何らかの業務改善に言及する際には，特定の解説も加えられずに使用されて
きたという事実もある。その点からすれば，行政の世界における PDCA というのは，
それ自体は特に深い意味を持たず，単に語調を整えるために使用される言葉，つまり一
種の「枕詞（まくらことば）」であったとも考えられる。
これらの点からすれば，行政関連文書の中で「コピー＆ペースト」的に使用されてき
たこの言葉の用法は，実際に企業経営の現場で PDCA 的な経営実践を成功させてきた
企業人から見れば「PDCA ごっこ」にしか見えないに違いない。その企業人の中には，
当然，経済財政諮問会議の席上で PDS から PDCA への転換を強く主張した奥田禎・元
トヨタ自動車会長も含まれるであろう。
そして，それらの企業人の多くは，PDCA という言葉が高等教育政策を含む行政の世
界で「経営ごっこ」的に使われているのを見て慄然とするかも知れない。というのも，
それは，医師免許どころか最低限の医学知識すら持ち合わせていない全くの素人が，重
篤な症状を示している患者に対して，深刻な副作用をもたらす可能性のある薬剤を処方
するようなものだからである。
同様の点は，大学運営に導入されるべき「民間の優れた経営手法」として喧伝されて
きた PDCA サイクルに対して大方の経営学者が抱いている感情についても当てはまる
と思われる。この点で示唆的なのは，公益経営学が専攻領域である平井孝治の回想であ
る。平井は，かつて日本私立大学連盟の分科会主査をつとめていたのだが，彼は，同連
盟による FD 研修事業の際に突然 PDCA という言葉が登場してきたのを見て愕然とし
たのだという。その平井は，その当時を振り返って次のように述べている──「当該研
修の講師も受講生も PDCA の意味があまり理解されておらず，要するに私大連盟に経
営コンサルの考えが入ったものと思われます」（平井，2009 : 92）。

2．「民間の経営手法」の正体
ニュー・パブリック・マネジメントに関する本格的な学術研究には，30年以上の歴
史がある。その中では，公共セクターに「民間の経営手法」を導入していく際には誤解
や誤用が少なくない，という点が繰り返し指摘されてきた。代表的な例には，たとえ
ば，企業セクターで一時期バズワードとしてもてはやされたものの，その有効性が疑わ
れるようになった発想を公共セクターに導入するというケースがある。つまり既に「賞
味期限」が切れているはずの発想を，あたかも斬新なアイディアであるかのように仕立

────────────
↘ 示すものであり，具体的には P（Plan：目標・計画）→D（Do：実施）→C（Check：評価）→A（Ac-

tion：改善）という仕組みをいう」（林，2015 : 20）。つまり，ここでは，PDCA がその用語の起源も解
説されずに「政策の循環」を指すものと定義されているのである。
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て上げて公共セクターに持ち込むというケースである。また，そもそも組織原理ないし
具体的な業務内容における公共機関と民間企業とのあいだに存在する本質的な違いにつ
いて慎重な検討を加えることなく，鳴り物入りで特定の発想や手法を導入する，という
のも典型的なパターンである。これはいわば木に竹を接ぐような形で「民間の経営手
法」の導入を図るケースだと言える。
これについて，経営戦略論と組織デザイン論の世界的権威として知られるマギル大学

（カナダ）教授のヘンリー・ミンツバーグは，『MBA が会社を滅ぼす（Managers Not MBAs）』
という著書の中で次のように述べている。

最近脚光を浴びている考え方に，「ニュー・パブリック・マネジメント（NPM）」というものがある。し
かしその実態は，旧態依然の企業型価値観の看板を架け替えただけにすぎない。NPM においては，政府
や行政が市民を顧客とみなし，マネジャーに結果責任を問い，コストと利益を計算・分析して意思決定
をおこなうものとされている。一目瞭然，いま横行している破滅的なマネジメントスタイルそのものだ。
しかし，行政はビジネスではない。それをあたかもビジネスのように扱えば，行政の品位を落としてし
まう（Mintzberg, 2004 : 158；訳書 p.207）。

この引用でミンツバーグが「旧態依然の企業型価値観の看板を架け替えただけにすぎ
ない」および「破滅的なマネジメントスタイル」という言葉を使って酷評しているよう
な種類の NPM については，まさに「経営ごっこ」という形容がふさわしいだろ

37
う。

同じように，本稿を通して見てきたように，日本の大学セクターにおける PDCA サ
イクルの導入の経緯は，破滅的なマネジメントスタイルにつながりかねない NPM の誤
解と誤用の典型例だと言える。この場合の「経営ごっこ」というゲームのプレイヤーに
は，中教審や文科省だけでなく，認証評価機関や当の大学関係者が含まれている。さら
に，上で引用した平井孝治が私大連盟の研修事業との関連で「経営コンサル」に言及し
ているように，コンサルティング企業や広告代理店の関係者が，大学を舞台とした経営
ごっこのメインプレイヤーになることもあったと思われる。
PDCA サイクルの発想を基本に置いた大学運営は，特定の業務については大きな効果
をあげることがあるのかも知れない。ただし当然のことながら，それは，PDCA の発想
が他の経営管理手法と適切に組み合わせて用いられた場合に限られるだろう。また，そ
の実施にあたっては，大学執行部が現場に丸投げしたりせずに主体的に関わっていく必
要がある。一方，そのような配慮も無しに闇雲に「PDCA の高速回転」を全学レベルで
あらゆる業務に対して強要した場合は，どうであろうか。そのような場合，結果として
────────────
３７ 「士族の商法」という言葉がある。徳川幕府の崩壊で徐々に特権を失っていった元武家の士族たちが不

慣れな商売に乗り出して失敗しがちであることを指している。行政機関や国立大学が関わる「経営ごっ
こ」はまさしく士族の商法に類似した特徴を持っていたと言えるだろう。実際，国立大学に限らず公立
や私立の大学も含めて「経営のプロ」と言える人材がきわめて少ないことは日本の大学セクターにとっ
てきわめて深刻な問題だと言える（川嶋ほか，2016参照）。

７４（ 244 ） 同志社商学 第７０巻 第２号（２０１８年９月）



PdCa，つまり「名ばかり PDCA」に終わってしまうことは火を見るよりも明らかであ
ろう。

3．魅力的なマジックワードとしての PDCA

それでも，PDCA という言葉や「PDCA サイクルを回す」という表現は，多くの関係
者にとっては依然として非常に魅力的なものである。というのも第Ⅳ章で指摘したよう
に，この言葉は単に語呂が良いだけでなく「ポンチ絵映え」がする。また，この用語の
背後には，トヨタ自動車をはじめとする，ある時期までの日本企業の成功物語（サクセ
ス・ストーリー）の後光が燦然と輝いている。さらに何よりも，「PDCA」には，広く人口
に膾炙しており，改めて詳しい説明を加えなくても非常に広い層の人々に分かってもら
える（分かったつもりになってもらえる）という，何事にも代え難い長所がある。
PDCA が持つこれらの特徴は，特に，厳しい時間的制約の中で政策関連文書──委員
会の答申原案，業務のガイドライン，補助金の公募要領など──を作成しなければなら
ない行政関係者にとっては非常に魅力的なものであるに違いない。同様の点は，それら
の文書が指定する要領にしたがって所定の期日までに申請書や報告書を書き上げなけれ
ばならない人々，またそれらの人々に対して助言やアドバイスあるいは書類の原案を提
供する経営コンサルタントなどにも当てはまる。
「PDCA」は，これら全ての人々にとって，とてつもなく便利で魅力的なマジックワ
ードなのであ

38
る。実際，特に詳しい説明を添えなくても，この言葉を使うだけで瞬時に

意味は伝わる。また，PDCA サイクルを示すポンチ絵を貼りつけておきさえすれば「分
かったような気」になってもらえる。この抗しがたい誘惑があるために，PDCA を中心
とする「経営ごっこ」はいよいよ加速度的に増殖していくことになる。
高等教育セクターに関していえば，PDCA をめぐる経営ごっこが増殖していく背景に
は，この言葉が持つマジックワードとしての魅力に加えて，大学関係者による脱連結

（やり過ごし）的な対応があることも忘れてはならない。実際，高等教育の世界に PDCA

という言葉やマネジメント・サイクルを示すポンチ絵がこれだけ満ちあふれているの
は，取りも直さず大学業務の現場にある人々の多くがそれらを「経営ごっこ」の小道具
でしかないと見抜いているからに違いない。
どのような種類のものであれ，ごっこ遊びのエッセンスは「演技＝ふり」である。小
さな子どもたちはおままごと遊びをする際に，それが虚構であることは十分承知した上
で，お父さん，お母さん，赤ちゃんの役柄にふさわしい「ふり」をする。それと同じよ

────────────
３８ 大学関係の補助金や新しいプログラムについては，時にはわずか 2～3週間のあいだに申請書を仕上げ

なければならないことがある。そして，その書類には「分かりやすいポンチ絵」を添えることが要求さ
れる場合も少なくない。
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うに，大学関係者の多くは互いに納得づくで「PDCA を高速回転しているふり」をして
いるのである。
これについて，関西大学で学長補佐の職にある堀潤之は「PDCA を廻すな！」と題し
たウェブ上のコラムで次のように述べて，現今の大学では「PDCA を廻すふりをするこ
と」が自己目的化していると指摘する。

大学執行部に属する者として，わたしも PDCA サイクルを廻すことに一定の意義を見出さないわけでは
ない。しかし同時に，この言葉にはどうしても根本的な違和感を抱いてしまう。PDCA を廻せ廻せと喧
しく言われると，つい，映画『モダン・タイムス』（1936）でベルトコンベアに流れる部品をひたすらス
パナで廻し続けたあまり，精神に異常を来して周りのものを手当たり次第に廻し始めるチャップリンの
姿を思い浮かべてしまう。PDCA を廻すこと，あるいは廻すふりをすることが自己目的化するという，
チャップリンの狂ったダンスを嗤うに嗤えない状況は，実のところ至る所に生じているのではあるまい
か（堀，2017）。

文科省・中教審が「PDCA を回せ」という号令を下しており，また大学に対する認証
評価の基準に PDCA サイクルによる内部質保証が盛り込まれている以上，少なくとも
PDCA を回しているふ

�

り
�

を
�

す
�

る
�

ことは至上命令である。また，それこそが，経営ごっこ
の参加者が抱えるそれぞれの事情を忖度した上での「大人の対応」だとも言える。しか
し，日本の大学が現在置かれている状況は，果たしてその種の「ごっこ遊び」に多大の
時間や労力をかけていられるほど安穏としたものなのだろうか。

Ⅺ PDCA 禁止語化のすゝめ

ニュースピークの目的は単にイングソック［イギリス社会主義］の帰依者にとってふさわしい世界観と
精神的習慣を表現するための媒体の 1つを提供するというにとどまらず，それ以外の思考様式を不可能
にするところにあった。実際，思考というものが言語に依存するものである限り，いったんニュースピ
ークが採用され，またオールドスピークが忘れ去られてしまえば，異端の思考──イングソックの原理
に背く思考内容──が事実上頭に浮かぶことさえ無いようにできるはずだと想定されていたのだ。

──ジョージ・オーウェル『
39

1984』

本稿を閉じるにあたって，この終章では，非生産的な「経営ごっこ」を封じ，今後た
どるべき改革・改善の方向性を探るための方策として幾つかの提案をしておきたい。そ
のうちの 1つは，PDCA を「禁止語」にするというものであ

40
る。あわせて，PDCA に関

────────────
３９ Orwell（1949 : 299-300），オーウェル（2009 : 480-481）。
４０ 経営ごっこは非生産的であるだろうが，必ずしも非効率的ではないかも知れない。というのも，経営ご

っこによって見かけ上は効果的な経営であるというお墨付きが得られれば，短期的には補助金などを獲
得できる可能性が高まるからである。それに対して，さまざまな疑似経営用語を禁止語にしてしまう
と，文書作成上の効率が低下していく可能性があるだろう。

７６（ 246 ） 同志社商学 第７０巻 第２号（２０１８年９月）



わるものに限らず，ポンチ絵をあらゆる種類の行政関連文書から排除する，という提案
もしてみたい。この 2つの提案は，大学行政の担当者や大学関係者が思考停止の悪循環
から脱して，自分の頭で物事を主体的に考えるための提案に他ならない。そして，それ
は取りも直さず，大学業務の現場において「脱 PDCA 化」を目指していくことに他な
らない。

1．禁止語化の効用
（1）「自ら学び，自ら考え，主体的に判断」していくために
ここで禁止語というのは，それを耳にしただけで何となく「分かったつもり」にさせ
てしまう，非常に便利であまりにも魅力的なマジックワードやビッグワードのことであ
る。たとえばそれは，「価値観の多様化」や「報道の自由」あるいは「偏差値教育」だ
ったりする。経営（学）関連用語の中にも，同じように人々の思考停止を招きかねない
ビッグワードが存在する。その中には，たとえば次のようなものがある──選択と集
中，ガバナンス，KPI，ベンチマーク，ビジネスモデル。
これらの言葉は，それを使ったり耳にしたりする人々が，その意味内容について深い
レベルで徹底的に考え抜いていく努力を怠らせるという強力な魔力を持っている。つま
り，これらのマジックワードはともすれば概念の一人歩きを招いてしまうのである。
PDCA サイクルというのは，まさにそのようなマジックワードの 1つに他ならない。
社会学者の佐藤健二と苅谷剛彦が指摘するように，このような魔力を持った言葉の呪
縛から免れるための最も効果的な方法は，それらのビッグワードを別の言葉，特に可能
な限り平易な言葉で言い換えてみることである（佐藤，1993；苅谷，1996 : 162-163 ; Cf. Billig,

2013 : Ch.4, Ch.9 ; Spicer, 2018 : 36-37）。その言い換えによって，「分かったつもりになってい
た」ことの内容について深く掘り下げて考えてみることができるようになる。
これについて，苅谷は次のように述べている。

しかし，このように，別のことばで言い換えると，まどろっこしさを感じることもあるだろう。実は，
まどろっこしいと感じた分が，そのキーワードを使うことで，考えずにすんでいる部分を示しているの
である。これらの概念が重要でないといいたいのではない。むしろ，その重要さをわかって使うために，
概念の厳密な使い方に注意する，そのための方法として，「禁止語＝ほかのことばでの言い換え」という
方法があるのだ（苅谷，1996 : 163）。

苅谷が言うように，PDCA を禁止語にしてしまうと，最初の内は「まどろっこしさ」
を感じるかも知れない。それまで特に深く考えることもなく便利な言葉として使ってき
た用語が使えなくなってしまうからである。しかし，改めて自分が感じているまどろっ
こしさの正体やその由来について突き詰めて考えてみることは，取りも直さず「自分で
課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判断」（中教審答申（1996）「21世紀を展望した
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我が国の教育の在り方について」）していくためには，どうしても必要な作業の第一歩になる
はずである。

（2）自己目的化した処方箋（PDCA）を越えて
この点に関して興味深いのは，行政関連文書の中では PDCA それ自体が目標ないし
目的として扱われる傾向がある，ということである。つまり，PDCA は，本来，行政改
革を実現する上での 1つの手段に過ぎないにも拘わらず，あたかも PDCA を回すこと
それ自体が目標として設定されているような印象を与える場合が多いのである。つま
り，当初の意図は「PDCA で

�

何かを達成すること」であったはずなのが，いつの間にか
「PDCA を

�

達成すること」（あるいは「PDCA を達成したという体裁を整えること」）が目標になっ
てしまっているのであ

41
る。

この「PDCA の自己目的化」とも言える本末転倒の事態の背景には，PDCA サイクル
をあらゆる問題にとって究極の解決策となるオールマイティの万能薬としてとらえる幻
想があ

42
る。たしかに，PDCA の導入はある種の業務にとってはきわめて効果的な処方箋

であるかも知れない。しかし，薬品の処方に喩えてみれば，高等教育行政を含む日本に
おける行政の「PDCA 化運動」には，以下にあげる 3つの手続きのあいだの違いに関す
る根本的な誤解があるようにも思われる。

①患者の病状を正確に診断した上で，処方箋に特定の薬品の名前を記載する
②その薬品の実際の服用法や副作用などに関する詳細な指示を与える
③患者に対して実際にその薬品を投与して，経過を慎重に見守る

大学を対象とする PDCA 化運動は，そもそもの出発点，すなわち上の①の段階で決
定的な誤りを犯していると考えられる。つまり，重い病を抱えているとされる日本の大
学の「病状」を慎重に見きわめることもなく，万能薬というふれこみの PDCA 化を処

────────────
４１ 同様の点は，シラバスについても指摘できるだろう。つまり，「シラバスで教育効果をあげること」と

いうよりは，「シラバスを実現すること」が目標になっているケースが少なくないと思われる。また，
これら 2つの文章の「シラバス」を大学改革の小道具とされてきたものの名称（自己点検・評価，FD,
3ポリシー，アクティブラーニング等）に置き換えてもまったく同じことが言える。

４２ PDCA を達成することが主な目標の 1つになっているケースでは，PDCA の達成が他の目的（認証評価
への対応，予算・補助金の獲得等）のための手段になっていることが多い。たとえば第Ⅷ章でとりあげ
た，ある「役所」で横行していたという「予算を消化するだけの PDCA」（稲田，2017 : 133）は，まさ
にその典型だと言える。その意味では，形骸化した PDCA については「自己目的化」という言葉が当
てはまらないケースも少なくだろう。本来の字義からすれば，自己目的化は「手段の目的への転化」な
いし「目標置換」を意味するはずである。そして，この目標置換は，官僚制の主たる逆機能の 1つとし
て取り上げられることが多い（Merton, 1940 ; Perrow, 1961 ; Vaughan, 1999 ; Warner & Havens, 1968参
照）。なお，稲田が取り上げているケースでは，PDCA が導入されることによってむしろ広い意味での
目標置換（より厳密に言えば「目標のすり替え」）が生じてしまったということになる。これは，日本
では新公共経営的な発想にもとづく行政改革運動において PDCA が官僚制原理を克服する切り札の 1
つとして導入されてきたという点を考え合わせてみれば，きわめてアイロニカルな事態だと言える。
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方することがとりあえずの目標になってしまっているのであ
43
る。

これは医療措置の例で言えば，病状の如何に拘わらず慎重な診断も経ずして，とりあ
えず強力な薬品である抗生物質やステロイドを処方した上で，患者にその服用を強要す
るようなものであろう。これは明らかに本末転倒の事態である。というのも，この場合
は，「抗生物質（あるいはステロイド）で

�

病気を治す」というよりは，「抗生物質（ステロイ
ド）を

�

使う」ことそれ自体が目的になってしまっているからである。よく知られている
ように，抗生物質やステロイドは場合によっては著しい治療効果をあげ得る強力な薬品
である。しかし，それらの薬品には，使い方次第によっては，深刻な副作用を起こしか
ねない劇薬としての側面もある。その点を十分に説明せずに，患者に対してそれらの強
力な製剤の服用ないし注入を迫ることは，致命的な医療ミスを招きかねない，きわめて
不誠実な対応であると言え
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る。

第Ⅴ章でも指摘したように，さまざまな業務の中には PDCA 的なマネジメント・サ
イクルが不適合なものも少なからず存在する。しかし，PDCA が自己目的化しているよ
うな状況においては，本来は「PDCA の高速回転」を採用し

�

な
�

い
�

というのが最良の選択
肢であるはずの業務に対しても PDCA サイクルの採用が強要される。それが，ひいて
は PDCA の発想にもとづくと称する業務改善の形骸化をもたらすことにもなる。そし
て，その形骸化の現状を克服して「実質化」を図るためというふれこみで，新たな形で
の PDCA 化が模索されることになる。「PDCA」の禁止語として指定することは，この
ような「形骸化と実質化のミスマネジメント・サイクル」の悪循環を断ち切る上で不可
欠の作業になるに違いない。

────────────
４３ 大学「改革」をめぐる各種の議論の根底には，大学という組織や教員をはじめとする大学関係者あるい

は大学でおこなわれる教育が重大な問題を抱え，いわば病に冒されているという共通認識があるように
思われる。そして，さまざまな立場の人々が，さまざまな改革案をその「患者」に対する画期的な療法
として提案してきた。その改革提案の多くは善意にもとづいたものかも知れないが，必ずしも確実な根
拠（エビデンス）にもとづく的確な診断であったとは言い難い。また，海外で実践されているというふ
れこみで場当たり的に提示されてきた改革提案は根治療法とはほど遠い対症療法，あるいは「療法」と
すら言えない気休めの見せかけ，つまり改革のポーズでしかないケースも少なくなかった。その点から
すれば，実際に病んでいるのは大学ではなく，「大学改革」をめぐる議論なのかも知れない。この点に
ついては，永井（2002），山口（2017），藤本ほか編（2017），苅谷（近刊）参照。

４４ 大学改革に向けて政府がおこなってきた事業の「成果」を測る指標として改革用の小道具の導入実績を
用いる例が少なくない。たとえば，文科省は，そのウェブサイトで「私立大学等改革総合支援事業の成
果」として，2013年から 2018年までにさまざまな施策の実施率が同事業への申請校と選定校とでそれ
ぞれどのような推移を示しているかという点をあげている（文科省，2017）。その施策のなかには，た
とえば次のようなものが含まれている──履修系統図又はナンバリング，GPA 制度の導入，海外での
インターンシップの実施，教員の評価制度。このような成果指標の設定は，きわめて奇妙な発想であ
る。というのも，これは，ある症状に対して特定の薬品を処方した割合を実際の治療効果の代理指標と
するようなものだからである。
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2．脱ポンチ絵の提案
（1）行政関連文書におけるポンチ絵の氾濫
以上で解説した PDCA 禁止語化の提案の趣旨を踏まえてみれば，本稿における 2つ
めの提案，つまり「行政関連文書からポンチ絵を一掃する」という提案の根拠はおのず
から明らかであろう。というのも，禁止の対象とすべきビッグワードないしマジックワ
ードの場合と同じように，ポンチ絵もまた行政担当者の思考能力を麻痺させ，「分かっ
たつもり」にさせてしまう魔力を持つきわめて厄介な存在だからである。
日本の行政関連文書と欧米のそれとを比較してみた時にたちどころに目につく顕著な
違いは，日本の場合に見いだされる，異様なまでに膨大な数のポンチ絵である。さらに
日本の官庁や政府機関は，単に自分たち自身が作成する行政関連文書でポンチ絵を多用
するだけでなく，補助金などの申請者に対しても「分かりやすいポンチ絵」を申請書類
に添えることを要求する（荒田，2010 : 78-93；佐藤，2015 : 264-267）。
その種のポンチ絵付き行政関連文書には，それを目にする者がそのポンチ絵風の図解
に盛り込まれた内容を十分に理解するに足るだけの文章による解説が盛り込まれている
ことは稀である。せいぜい箇条書きかそれとほとんど変わらない程度のごく簡単な解説
が添えられるだけである。つまり，それらの文書は読むことではなく「見ること」を想
定して作成されているのである。
たとえば，第Ⅱ章で示した図 3は，2012年に文科省から「大学改革実行プラン」と
いうタイトルで発表された一連の図解資料のうちの 1枚である。この行政プランについ
ては，それに加えて詳細版とされる，文字だけからなるバージョンがあるのだが，そち
らも全編を通して箇条書きの記述から構成されている（文科省，2012 b）。したがって，そ
の文書から Plan-Do-Check-Action の組み合わせが具体的にどのような意味を持っている
のかを推し量ることは，ほとんど不可能である。第Ⅱ章でも述べたように，著者は，こ
の点について確認するために，担当部署である文科省の高等教育局・高等教育企画課に
直接問い合わせてみた。その結果得られたのは，「同プランについては，これらの資料
以外には文書形式の文書は一切存在していない」という回答であった。
同様の点は，前章であげた図 7つまり「『三つのポリシー』に基づく大学教育改革の
実現（イメージ）（案）」と題されたポンチ絵についても指摘できる。先に述べたよう
に，この図は 3ポリシーの関連性やその「実質化」について中教審が示したガイドライ
ンの中に盛り込まれたものである。濱名（2016）は，文科省・中教審によって示された 3

ポリシーの義務化にはよく分からないとする反応が多いとして，次のように述べている
──「途中で公表されていたポンチ絵を見ても，PDCA サイクルと 3つのポリシーの関
係がよく分からない」（濱名，2016 : 34）。その上で濱名は，3ポリシーと PDCA およびア
セスメント・ポリシーの関係を彼なりに「整理しなおした」上で作成したポンチ絵を紹
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介している（濱名，2016 : 36-37）。
要するに，このようなポンチ絵というのは，中教審の議論に関わった当事者である大
学関係者（濱名は関西国際大学の学長でもある）ですら，改めて「整理しなお」さなければ一
向に理解できないし使い物にもならないのである。ましてや，中教審の答申やガイドラ
インの字面および画像から間接的に判断することしかできない，大学関係者がその意図
や意味を読み取ることは至難の業だと言えよう。その点からすれば，官製ポンチ絵とい
うのは，本来，各自がそれぞれの流儀でその真意について「忖度」することが要求され
ているものなのかも知れな
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い。

（2）「ポンチ絵依存症」からの脱却を目指して
いや，その手のポンチ絵には，「真意」と呼べるものなど，もともと存在していない
のかも知れない。実際，行政関連文書に登場してくるポンチ絵のタイトルには，しばし
ば「イメージ」という言葉が使われている。たとえば，図 3のタイトルは，「国立大学
における政策目的に基づいた基盤的経費の重点的配分の実現（イメージ図）」というも
のである。図 7の場合には，次のようにイメージに加えて，さらに「案」という言葉ま
でもが追加されている──「『三つのポリシー』に基づく大学教育改革の実現（イメー
ジ）（案）」。ポンチ絵で示されているのが，その種のふわふわとした「イメージ」ある
いはそれ以前の「案」であるならば，その真意について推測ないし忖度することに時間
や労力を費やすことは決して生産的な作業だとは言えないだろう。
企業や大学教育の現場では「パワポ病」という言葉が使われることがある。これは，
視覚的な資料に依存するあまり実質的な内容に乏しい，いわば「スカスカ」のプレゼン
テーションをしてしまう傾向を指す言葉である。実際，視覚的なイメージは，論理の筋
を明確にするというよりは，むしろ論理破綻の穴を覆い隠して分かったつもりにさせる
「目くらまし」の作用を及ぼすことが多い。もし行政の世界で多用されているポンチ絵
がパワポ病と同じような問題を抱えているのだとするならば，日本の行政部門には「ポ
ンチ絵依存症」とでも呼ぶべき傾向が蔓延しているということになる。
視覚的なイメージは，想像力をかき立てる上では非常に好都合なものであるかも知れ
ない。しかし，「イメージ図」はしょせん漠然とした心象風景を表現するものに過ぎな

────────────
４５ つまり，「とりあえず基本的なイメージは示したのだから，後の解釈はそれぞれ御勝手に」あるいは
「良きにはからえ」というわけである。少なくともこの点に関しては，本章の冒頭で引用した「ニュー
スピーク」と「PDCA スピーク」とのあいだには，用語の定義の幅という点で顕著な違いがある。実
際，ニュースピークの場合には，それぞれの言葉の意味が厳密に規定されているのに対して，PDCA ス
ピークの場合には，忖度による多様な解釈が可能になっているのである。その分だけ自由裁量の余地が
多いとも言えるが，その半面で，「イメージ」を提示した側の者は最終的に責任を回避できることにも
なる。
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い。いうなれば，ラフスケッチ（素描）のようなものでしかなく，周到かつ緻密な思考
とそれを踏まえた確実な実践の手がかりとしては到底不十分なものである。実際，たと
えば自動車のデザイン画と最終的な製品のあいだには膨大な作業の積み重ねが必要とな
る。つまり，デザイン画を元にして実際の製品に仕上げていくためには，複雑な計算を
積み重ね，また精密な設計図を何度も作成していく作業が不可欠となるのである。それ
と同じように，特定の政策の「イメージ」を現場での実践に落とし込んでいくために
は，その素描に盛り込まれた意図や具体的な工程を，論理の筋を丹念に辿りながら文章
によって表現していかなければならない（オング，1991参照）。
行政関係者が「民間の優れた実践」あるいは「民の知恵」から何か学ぶべきことがあ
るとするならば，その筆頭には，そのような緻密な論理構成とそれにもとづく地道な実
践があげられることは間違いないだろう。

3．脱 PDCA 化を目指して
ふり返ってみれば，PDCA（ピー・ディー・シー・エー）という用語が 1960年代はじめに
日本で考案された当初，その言葉には顕著な発見的意義があったと思われる。つまり，
その当時，PDCA には，上で述べた禁止語化と創造的な言い換えがもたらすのと同じよ
うな効果が期待できていたのである。
デミングが神田の医師会館で講義をおこなった 1950年当時の東京には，空襲の焼け
跡の上に建てられたバラックがまだ残っていた。また，当時はようやく闇市でなくても
米が入手できるようになったばかりであった（砂糖の統制が解除されたのは 1952年のことであ

る）。駅などでは，シラミ退治のために DDT という強力な殺虫剤が人体に対して直接散
布されることもあった。その時代の東京でデミングの教えを米国の最先端の管理手法と
して学んだ日本の技術者や経営者たちは，それを日本の状況に置き換えて咀嚼し自分の
頭で考え，また使える資源が限られている中で懸命に工夫を重ねて必死になって実践し
てきた。その苦闘の中から生まれてきたのが，当初の PDCA サイクルの発想でありそ
の実践であったと考えることができる。
先に述べたように，その過程は「創造的誤解」を含むものではあったが，決して安直
なコピー＆ペーストなどではなかった。また，誰も，そのような主体的な思考と創意工
夫にもとづく初期の PDCA あるいは TQC の実践について，それを「経営ごっこ」と呼
ぶはずもないだろう。
その PDCA が，デミングが講義をおこなった 1950年からおよそ半世紀の時を経て

2000年前後にはニュー・パブリック・マネジメント的な発想の神髄を示す言葉として
────────────
４６ 「心象風景」には「現実にはあり得ないもの」という意味合いもある。その点で，心象風景は「絵空事」

に近い意味内容を含んでいる。
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日本の行政セクターに移入されていった。さらに PDCA はその後およそ 20年のあいだ
に大学セクターを舞台とする「経営ごっこ」における，きわめて好都合で便利な小道具
へと変質していった。その便利な小道具ないしマジックワードを禁止語として指定する
ことは，政府・省庁，中教審，認証機関，そして大学の関係者が「自分で課題を見つ
け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断」していく上で非常に重要な意味を持つ 1つの
契機になっていくにちがいな
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い。

要するに，現在の日本の大学における教育にとって最も深刻な問題の 1つは「十分な
PDCA サイクルの不足」（2012年度版文部科学白書）などではなく，その正反対の「PDCA 過
多」なのである。そして，われわれが目指すべきなのは，PDCA 化などではなく，その
対極にある PDCA 禁止語化であり，また「脱 PDCA 化」なのであ

48
る。
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